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　　はしがき　　本稿は，平成22年 1 月28日開
催の財政経済研究会における，青山学院大学経
済学部准教授 西川雅史氏の『地方交付税制度
の再構築への指針：留保財源率の引き下げとい
う選択1』と題する講演内容をとりまとめたも
のである。

………………………………………………………

〔筆者注〕
　本稿は，地方財政学会で報告した論文（地方
財政学会研究叢書第17号に掲載予定）を下に，
租税研究会で報告させていただいた部分を抜粋
したものである。研究会では非常に有益なコメ
ントを頂戴したが，本稿がすでに公刊予定であ
ることもあり，それらを本文中に反映できてい
ないことをお詫びする。

1．はじめに

　本稿の目的は，地方交付税制度の構造の一端
を明らかにした上で，財政中立の前提を維持し

ながらも自治体間の財政格差を是正する方策と
して，留保財源率の引き下げと基準財政需要額
の引き上げとをセットで行う施策を提案するこ
とにある。具体的には，実際のデータを使った
シミュレーションによって，留保財源率を10％
へ下げるとともに基準財政需要額を現行より
10％引き上げる案などを提示する。これによる
財政効果は，人口規模が 1〜 3万の自治体の平
均値で見れば約4.4億円であり，地方税の20％
に相当している。
　留保財源率を巡る議論はすでに存在しており，
例えば，財務省の財政制度審議会では，留保財
源率を引き上げることが望ましいとする意見が
大勢を占めていた（「平成14年度予算の編成等
に関する建議」）。それが具体化したのが，平成
15年に実施された都道府県の留保財源率の引き
上げである。その一方で，地方制度調査会での
神野試案（神野［2003］）や地方自治体（岩手
県HP）では，留保財源率の引き下げに言及さ
れている。これらいずれの立場を主張するにせ
よ，定量的な根拠を示した上で具体的な留保財
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源率を提案したものを，筆者は管見にして存じ
ない。本稿はこの間隙を埋めるための試みと位
置づけられる。

2．地方交付税制度の構造

　わが国では，地方交付税制度によってすべて
の自治体に対して標準的な行政サービスを提供
するために必要な財源を保障している。地方交
付税は，地方政府の財源不足を補うために交付
される「普通交付税」と，災害などの特別の
事由を考慮する「特別交付税」から構成され
ており，交付税総額のうち前者が94%，後者が
6 %を占めている。以下では，特に断らない限
り，地方交付税とは普通交付税を指すものとす
る。また，基本的には，市町村を念頭に議論を
進めることにしたい。
　まず，交付税制度の構造を整理してみよう。
第 i 地方自治体の地方交付税の額Yi は，各地
方政府が標準的な行政サービスを提供するため
に必要となる財源の大きさを意味する「基準
財政需要額」Di と，自前で稼ぐことができる
財源の大きさを意味する「基準財政収入額」Ri
の差分を埋め合わせるように交付される。

⑴　　Yi＝Di−Ri

　第 i 地方自治体の基準財政需要額は，各行政
項目の必要額を算定するのに妥当であると考え
られる指標（面積，人口，道路の長さなど）を
「測定単位」とし，これに単位あたりの価格と
なる「単位費用」と，自治体ごとの自然環境・
社会環境などを考慮する「補正係数」をかけ合
わせた値（測定単位×単位費用×補正係数）を
算出し，この値をすべての行政項目について足
し上げたものである2。なお，測定単位と単位
費用は全国一律に定められているが，補正係数
は，その主旨から明らかなように，自治体ごと

に軽重が与えられ，真に必要な財政需要の把握
に努められている。
　行政サービスには，図書館のように公共財に
近い財もあれば，乳幼児医療費助成のように私
的財に近しい移転支出もある。公共財であれば
非競合性が働くので，人口の多い団体ほど一人
当たり単価を引き下げることができるが，人口
とはあまり関係なく，面積が大きくなれば設置
する必要数が増える小学校のような財もある。
また，私的財を公的に供給する場合であっても，
その生産段階で固定費用が十分に大きいならば
規模の経済性が働くので， 1人あたりの単価を
引き下げることができる。
　消費における非競合性と生産における規模の
経済性の他にも，例えば，豪雪地帯では，除雪
費用もかかるし，自動車がチェーンを使用する
ことによって道路の寿命も短くなるであろうか
ら，同じ道路延長であっても供給費用は一律で
はない。こうした多様性に配慮し，財政需要の
大きさを適切に反映しようとするものが補正係
数なのである。
　次に，第 i 地方自治体の基準財政収入額は，
標準的な地方税収Li に「基準税率」と呼ばれ
る値0.75を乗じた値に，地方譲与税額などで構
成されるその他の収入 Ji を加えたものとして，
以下のように求められる。

⑵　　Ri＝Ji＋0.75Li

　ただし，標準的な地方税収Li とは，総務省
が定める標準税率Tと，標準的な徴収率すな
わち「補足徴収率」A，および当該団体の課税
標準額Bi という 3つの要素の積値として与え
られる。ここでは，簡便化のために，地方税の
課税客体が 1つであるものとして以下のように
表記する。

⑶　　Li＝A T Bi

2　地方交付税制度の全体像については足立（2006）が詳しく，補正係数については別所（2008；pp.98-102）の整理
が簡潔である。



― 259 ―

　式⑵で基準税率が0.75（残余にあたる0.25は
「留保財源率」と呼ばれる）とされているのは，
総務省が地方財政計画を策定する際に，厳密に
各自治体の財政需要額を測定することが難しい
ため，必要な支出の25%程度は基準財政需要額
の算定から漏れているであろうから，これを支
弁するために地方自治体の手元に財源を留保す
るためのものとされている3。
　ところで，実際の地方税収は，式⑶が示す標
準的な地方税収Li とは異なり，現実の徴収率
Ai と本当の税率Tと課税標準額Bの積によっ
て求められる値である。

⑷　　Li＝AiTiBi

　以上までの式⑴から式⑷を整理し，地方自治
体にとっての総歳入が，地方税収Li，地方交
付税収Yi，地方譲与税などの歳入 Ji の合計値
Wi によって表されるものとすれば，式⑸を得
ることができる。

⑸　　Wi＝Yi＋Li＋Ji＝Di−0.75A T Bi＋AiTiBi

　ここまでは，基準財政需要額よりも基準財政
収入額が小さいこと（Di ＞ Ri）を暗に仮定し
ていたが，すべての団体にこうした状況があて
はまるわけではない。地方税収ないし地方譲与
税などが十分に大きく，Di ＜ Ri であるような
団体も実在しており，これらは，地方交付税が
必要のない団体として「不交付団体」と呼ばれ
ている。市町村のうち不交付団体となっている
のは，核関連の施設を有する北海道泊村，青森
県六ヶ所村，宮城県女川町，福島県楢葉町，茨
城県東海村などと，優良大企業を有する山梨県

忍野村や愛知県豊田市，また，ディズニーラン
ドを有する千葉県浦安市，空港等の施設を有す
る成田市など大規模な固定資産税収を有する自
治体が多い。そのほか，高額所得者を多く抱え
る東京都武蔵野市，東京都三鷹市，神奈川県鎌
倉市なども不交付団体となっている4。これら
不交付団体の総数は，2009年度で152団体（対
前年比27減）であり全市町村の 1割程度に相当
している。
　地方交付税制度においては，不交付団体であ
るからといって，その超過した財源を国が取り
上げてしまうようなことはないが，地方道路譲
与税は，不交付団体に対する配分を減額する仕
組みになっているなど，軽微ではあるが，不交
付団体になることの不利益は存在している。こ
うした軽微な不利益を無視するとすれば，不交
付団体の総歳入Wi は以下のようになる。

⑹　　Wi＝Li＋Ji＝AiTiBi＋Ji

2 . 1 .　交付税制度の理想と現実
　地方交付税制度が不交付団体と交付団体に与
える影響を比較するためには，式⑸と式⑹を比
較すればよく，西川・横山（2004）および西川
（2006a）で既に整理されている。ここでは詳細
を割愛し結論だけを要約すると，交付税制度
は，税率や徴収率を引き上げるインセンティブ
については，交付団体と不交付団体とで差違が
生じない仕組みになっているが，課税標準を増
やす（ex．企業誘致や高所得者の勧誘）イン
センティブについては，不交付団体の方が交付
団体よりも強くなっている5。地方交付税制度

3　立田（2005）は，留保財源についての指摘（pp.27）を含め，小西砂千夫教授（関西学院大）との質疑の中に重要
な知見が数多く示されている。また，足立（2006,p.22）では，留保財源率の存在が地方自治体における税源涵養へ
の規律付けにもなると指摘している。この点については後述する。

4　三位一体の改革による税源移譲が不交付団体を増やした一因である。しかし，税源移譲によって地方税収が減少
する団体もある（西川，2006b）。例えば，芦屋市は，税源移譲による地方税の減収を主因として不交付団体へ転落
した（景気の回復した平成18年度には不交付団体へ復活している）。

5　直観的には，式⑸と式⑹をAi，T，Bi でそれぞれ偏微分すれば，総歳入Wi に対する限界的な効果を比較するこ
とができる。
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がこうしたインセンティブ構造になっている理
由を考えてみると，制度設計者の狙いは明快で
ある。すなわち，受益者負担という地方財政の
規範論や地域住民による監視機能を考慮すれば，
地方自治体が住民との対話によって行政サービ
スの水準と租税負担を調整する仕組みは好まし
い。それゆえ，不交付団体ないし交付団体の区
分無く，超過課税による税収のすべてが自治体
の手元に残されるように制度は仕組まれてい
る6,7。これは徴収率についても同様である。 
　他方で，課税標準を増やすための企業誘致な
どの取り組みについては違う視点が加わってく
る。島国として閉鎖性が強かったわが国の場合，
海外からの人の移動には強い制限があるし，企
業誘致の対象も日本語という言語の壁を勘案す
れば主として国内企業に絞られていた。
　こうした仮定の下で国全体を統治する立場に
置かれたならば，自治体間の誘致合戦はいずれ
の団体が勝つにせよゼロサムゲームに過ぎず，
浪費的な競争として目に映る。企業誘致のため
の減税競争が過熱し，法人からの税収が極端に
小さくなるような弊害を抑止するために，標準
税率以下の税率を自治体が選択し難くするとと
もに，課税標準の争奪戦に対して相対的に低い
インセンティブを与えるような制度を構築した
のであろう。
　このように，交付税制度による交付団体のイ
ンセンティブ構造は，税率や徴収率の引き上げ

を推奨し，課税標準の奪い合いを戒めているか
のようである。しかし，地方自治体の現実の姿
を見ると，税率や徴収率の操作には消極的であ
る一方で，企業誘致には非常に積極的である8。
つまり，交付税制度が地方自治体の行財政活動
に与えているはずの

4 4 4

影響は顕在化しておらず，
むしろまったく反対の行動が観察されている。
このことから推察すれば，交付税制度からの影
響は，他の要素からの影響に比べて相対的には
弱いと認識するのが妥当であろう。地方自治体
の財政的規律を正すために交付税制度を見直す
という主張があるが，それはさしたる説得力を
持たないように思われる9,10。

3．留保財源率の変更という制度改革

　地方交付税制度には，一般に，財源保障機能
と財政調整機能とがあるとされている。財源保
障機能は，標準的な行政サービスの大きさを規
定する基準財政需要額によって測ることができ
よう。その一方で，財政調整機能は，留保財源
率によっても測ることができそうである。何故
ならば，留保財源率を操作することで，財政力
の格差の源となる留保財源の大きさを変えるこ
とができるからである。
　留保財源率の変遷を表 1で振り返ってみる
と，制度発足当時は，市町村・府県ともに30%
であった（基準税率が70%であった）。その

6　しかし，国は地方自治体が超過課税を実施することを推奨してはいなかった。地方税の負担が過度に重くならな
いこと，また，その負担に地域差が生じないようにすることが国ないし地方交付税制度の役割であると考えられて
きたからである。例えば，固定資産税の超過課税の実態については，西川（2007）を参照のこと。

7　この特徴を換言すれば，留保財源率がゼロであっても，地方自治体は独自に歳入を増やすことができることを意
味している。

8　ただし，林（2006,pp14）が指摘するように，企業誘致のインセンティブと交付税制度の関係は先験的には不明で
あり，実証分析も不足している。 

9　第29次の地方制度調査会は，地方自治体の意志決定を健全化するために，住民参加のあり方や監査制度などの見
直しや，地方議会の活性化などを通じた行政制度の改革によって，公正な意志決定と適正な執行とを促そうとして
いる。地方自治体の規律付ける方策としては，こちらの道筋が中心になろう。

10　田近・宮崎（2008）は市町村合併のインセンティブについて，山下（2001），山下ほか（2002）は，歳出の効率
性について交付団体と不交付団体とで実証的な比較をしている。 
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後，1953年度から府県は20%へと引き下げられ，
1964年からは市町村が25%へと引き下げられて
いる。こうした制度変更の背景には，基準財政
需要額の取りこぼしが減っているとの認識が自
治省にあったと考えることもできようが，1963
（昭和38）年の参議院地方行政委員会における
鈴木壽議員（日本社会党）と柴田護氏（自治省
財政局長）のやりとからは，むしろ違った側面
が見えてくる。柴田財政局長は，議事録の中で，
自治省としては，基準税率ではなく，補正係数
による基準財政需要額の操作によって地域間の
実状の相違に配慮していくとの考えを披露して
いる。この方が国による地方自治体の統制にも
都合が良いとも言えるが，格差是正の効果を発
揮しやすいのも事実であろう。このとき，補正
係数によって資力の乏しい団体へ交付税を配分
しようとすれば交付税総額に膨張の圧力がかか
るため，留保財源率を引き下げることよって総
額の増分が相殺されたのである。
　その後，2003年には都道府県の留保財源率が
引き上げられることになるが，そこでは，地方
財政に格差を創出することで，地方自治体に税
源を涵養するインセンティブを付与しようと企
図されており，これまでの制度改正から主旨が
大きく転換されている。

表1：　留保財源率の推移

都道府県 市町村
1950年（平衡交付金制度） 30 30
1953年 20 ↓
1964年 ↓ 25
2003年 25 ↓
現在 25 25

3 . 1 .　留保財源率の操作
　留保財源率が地方財政へ与える影響を理解す
るための道具として，田近ほか（2001）による

概念図（図 1 ）を用いてみたい。この概念図で
想定されている状況は，すべての自治体が等し
い基準財政需要を持っているが，地方税収（法
定された課税対象に標準税率を課して得ること
ができる標準的な地方税収）は異なっており，
原点から右へ順に地方税収の小さい団体から高
い団体までが 1列に並んでいるような状態を考
えている。例えば，外見的には同じ自治体であ
るが，居住する高額所得者の割合が異なるため
に，住民税所得割からの税収額が異なるような
自治体が原点から右へと並んでいると考えれば
よいであろう。ただし，以下では簡便化のため
に，地方譲与税を考慮せず，税率は標準税率，
徴収率は補足徴収率と等しいものと仮定する。
　図 1の上段図では，一定と仮定された基準財
政需要額と，式⑵で示された基準財政収入額と
が描き出されており，点より左側の領域では，
基準財政需要額が基準財収入額よりも大きいこ
とから交付団体となり，右側では不交付団体と
なる。また，灰色に塗られた面積は，基準財政
需要額に対する基準財政収入額の不足分（D−
R）であるから交付税の総額を意味している。
　ここで，前節のモデルを踏襲し，地方自治体
の歳入が地方税と地方交付税という 2つの要素
のみで構成されていると仮定すると，交付団体
の歳入を式⑺，不交付団体の歳入を式⑻のよう
に定式化することができる。 

⑺　　Wi＝Di＋0.25（A TBi）＝Di＋0.25Li 
⑻　　W0＝A TB0＝L0

　図 1の中段図では，式⑺で示された交付団体
の歳入が，基準財政需要額Dを切片とし，傾
き0.25の右上がりの直線（灰色線；Wi＝Di ＋
0.25Li）として描かれている。これを「基準財
政需要額＋留保財源率×地方税」と解釈すれば
良い。また，式⑻で示される不交付団体の歳入
が45°線（黒線；W0＝ L0）として描かれてい

11　Wi＝Di ＋0.25Li とW0＝L0の交点は，2つの式の連立方程式の解であるから，インデックスの違いを無視すればD
＝0.75L となることがわかる。これは，基準財政需要額＝基準財政収入額であるから図 2の上段図の点Lに等しい。
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（図1）　地方交付税制度における留保財源率の効果
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（図2）　基準財政需要額の切り下げによる調整
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る。この 2本の直線の交点は，上段図における
点と一致する11。
　この図を使うと，地方税収Li を増加させた
ときの歳入額Wi の限界的な増分は，点Lより
左側に位置する交付団体ではWi ＝ Di ＋0.25Li
に沿って変化し，点より右側に位置する不交付
団体ではW0＝ L0に沿って変化する。このとき，
交付団体では，限界的な歳入の増分（直線の傾
き）が小さいために，不交付団体に比べて税収
を増やそうとするインセンティブが小さくなっ
ていると解釈することができる。そこで，田近
ほか（2001）は，交付団体のインセンティブを
不交付団体に近づけるためには，点Lより左
側の領域にある実線の傾きを点Lの右側の傾
きに近づけるべきである（＝交付税の留保財源
率を引き上げ，交付団体における直線の傾きを
大きくするべきである）と主張したのである。
　しかし，彼らは，留保財源率を引き上げれ
ば，基準財政収入額Ri を示す直線の傾きが緩
やかになる効果を見落としている。図 1の下段
図では，留保財源率が0.5になったものとして
基準財政収入額をR'i 描き出している。この場
合には，交付団体と不交付団体との境界が点L
からL' へずれることになり，他を一定とすれ
ば，より多くの地方税を有する団体だけしか不
交付団体になることができず，地方自治体に
とっては不交付団体への道のりが遠のくことに
なる。そればかりか，国が提供すべき交付税総
額が斜線で色塗りされた面積（図 1の下段図）
の分だけ増加してしまう。しかしながら，地方
交付税の総額は主として国税 5税（所得税，法
人税，酒税，たばこ税，消費税）の一定割合と
して先決されているし，わが国の財政事情から
してアドホックな増額にも期待できない。
　そこで，ここでは，基準財政需要額の調整に

よって交付税総額が一定に保たれるものと想定
してみよう。図 2の中段図では，留保財源率が
0.5の時の交付税総額（色づけされた面積）が，
留保財源率が0.75の場合と同じなるように，基
準財政需要額がDからD' からへ低下させてあ
る。この結果，交付団体の歳入と不交付団体の
歳入の交点はL'' のようになる。恐らく，2003
年の留保財源率の改訂では，こうした調整が実
際に行われたはずである。
　ところで，この裏を返せば，留保財源率を引
き下げる（財政調整機能を強化する）ことがで
きれば，財政中立の前提の下であっても基準財
政需要額を引き上げる（財源保障機能を強化す
る）ことができることがわかる12。図 2の下段
図では，留保財源率を10％へと下げたものと仮
定し，基準財政収入額を大きくすることで交付
税総額を小さくし，この縮減分を使って基準財
政需要額をDからD'' へ引き上げ，交付税総額
を一定に保つ構図が描き出されている。本稿の
着想は，この図 2下段図に集約されているとも
言える。

3 . 2 .　水準超経費の効果
　留保財源率の引き下げには，「水準超経費」
を通じて財政格差を広げる要素も内包されて
いる点には言及しておきたい。水準超経費と
は，図 1の中段図で示されているように，交付
団体の歳入を意味するグレーの線と不交付団体
の歳入を意味する45°線とに囲まれる部分であ
り，不交付団体だけが有する財政的余剰である。
水準超経費を図 2の中段図と下段図とで比較す
ると，グレーラインと45°線との「角度」の差，
すなわち水準超経費を通じた財政格差は，留保
財源率の低い下段図の方が大きくなっている。
留保財源率の引き下げは，交付団体間の財政調

12　いわゆる三位一体の改革で実施された税源移譲では，移譲された相当額にまつわる留保財源率を 0とし，その全
額を基準財政収入額としている。本稿が指摘する構造を理解した上で，過地域間格差を抑制するために留保財源率
を極限まで下げたのであろう。
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整を強めることができるが，その一方で，交付
団体と不交付団体との間で格差を広げてしまう
のである。
　なお，留保財源率が低くなるほど不交付団体
数は増加することから，水準超経費の問題はよ
りいっそう顕在化する蓋然性が高まるというの
が直観的な理解であろう。しかし，留保財源率
の引き下げと同時に基準財政需要額を引き上げ
るならば，後者が不交付団体数を増やす効果を
有するため，不交付団体数の増減は自明ではな
い。それゆえ，図 2のLと L''' の大小関係も実
のところ自明ではない。

4．実測値によるシミュレーション

　交付税総額が所与で一定であるとした上で
留保財源率（＝ 1−基準税率）を操作した場
合，各自治体の歳入がどのように変化するのか
を実測値を用いて確認してみたい。そのために
は，まず，留保財源率が変化したときに，現行
制度と比較してどの程度の余剰財源ないしは財
源不足が交付税制度の中で発生するのかを算定
する必要がある。以下で作業に使用するデータ
は『市町村別決算状況調』（2007年度）に基づ
くものであり，人口データは2008年 3 月31日時
点の住民基本台帳による値であり，都道府県は
扱っていない。まず式⑼を用いて，観測された
基準財政収入額Ri から0.75×地方税を除くこ
とで，基準財政収入額のうち地方税収に連動し
ない歳入分，主として地方譲与税であるが，こ
の値 Ji を求める。

⑼　　Ji＝Ri−0.75Li

　次に，任意の基準税率γを設定し，これと地
方税Li との積からγLi を求め，これに Ji を加
えることで基準財政収入額Riγが得られる（式
⑽）。このRiγを用いて基準税率γの下での第 i

自治体の交付税額Yiγを式⑾のように求めるこ
とができる。なお，額Yiγ＜ 0の団体は不交付
になるのでYiγ＝0と置換する。その上で，Yiγ
の合計値として，式⑿のように交付税総額Πγ
を得る。

⑽　　Riγ＝Ji＋γLi 
⑾　　Yiγ＝Di−Riγ 
⑿　　Πγ＝ΣiYiγ

　いま，任意の基準税率γのときの交付税総額
Πγを現行の交付税総額Π0.75と比較すると，γが
0.75を上回れば（留保財源率が0.25を下回れば），
交付税総額は小さくなる（Π0.75−Πγ＞0）ので
余剰財源が発生する。反対に，γが0.75を下回
れば（留保財源率が0.25を上げれば），交付税
総額は大きくなる（Π0.75−Πγ＜0）ので財源不
足が発生する。

4 . 1 .　単純な財政移転の方法
　財政中立を念頭において，追加的に生じた財
源の過不足を各自治体に割り振るならば，なん
らかの分配基準が必要になる。ここでは，分配
基準として「人口比例型」と「基準財政需要比
例型」の 2つを考えてみたい13。まず，第 i 自
治体が全体に占めるシェアを「人口」と「基準
財政需要額」とについてそれぞれ式⒀・式⒁の
ように求める。ただし，以下では，交付団体と
不交付団体とを区別する必要がないので，イン
デックス i には不交付団体を含むものとして表
記する。

⒀　　PRi＝Pi /ΣPi 
⒁　　DRi＝Di /ΣDi

　上記でPi とは第 i 自治体の人口であり，PRi
とは全人口に占める第 i 自治体の人口の割合で
ある。同様に，DRi は基準財政需要額の全国合
計値に占める第 i 自治体の基準財政需要額の割

13　2007年度のデータを用いた分析における「基準財政需要額」は，基準財政需要額に臨時財政対策債発行可能額を
加えた値を採用している。
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合である。これらを用いることで，人口比例型
および基準財政需要比例型における各自治体へ
の分配額（ないし逆交付額）が，それぞれπPiγ
およびπDiγとして求まる。

⒂　　πPiγ＝（Π0.75−Πγ）×PRi 
⒃　　πDiγ＝（Π0.75−Πγ）×DRi

　図 3は，留保財源率を10％に低下させ，式⒃
を通じて再分配が行われる場合を例にとって，
その概要を図案化したものである。ここでの設
定では，基準財政需要額がすべての自治体で等
しいので，DRi は一律であり，πDiγはあたかも
定額の「ゲタ」ように描き出される。もちろん
実際には，自治体ごとに基準財政需要額は異な
るので，DRi は一律ではないし，πDiγは定額で
はない。式⒂と式⒃のような分配方法は，不交
付団体を含むすべての自治体に財源が移譲され
るという意味で格差是正の効果が幾分なりとも
抑制されてしまうが，仕組みは簡素で透明性が
高い。

4 . 2 .　ジニ係数による比較
　留保財源率を操作して再分配（追加負担）を

行った後，地方自治体間の財政力の格差がどの
ような状況であるのかを測定する尺度としてジ
ニ係数を採用してみよう。周知のように，ジニ
係数はその値が小さいほど格差が小さい状態を
示唆するものである。ジニ係数を算定する対象
は，以下の式⒄で与えられているような，πiγ
を各自治体に分配した後の W^iγ地方歳入である。

⒄　　W^iγ＝Yiγ＋Ji＋Li＋πiγ

　図 4は式⒄から求まる各団体の値についてジ
ニ係数を算出し，分配方式の違いと留保財源率
の違いとに留意して図式化したものである。図
4が示すように，留保財源率の変更によって生
じた影響額を考慮した後の地方歳入 W^iγから求
めたジニ係数は，人口比例型であれ，基準財政
需要比例型であれ，留保財源率の変化に伴っ
て下に凸の形状をとっており，格差を最小にす
る留保財源率が一意に与えられている。それは，
人口比例であれば留保財源率が20％のときであ
り，基準財政需要比例型であれば留保財源率が
10％のときである。いずれにせよ，現行の25％
とは異なっている。本稿の目的は地方歳入の格
差是正であることから，双方のボトムを比較す

Wi

W0 = L 0

L i

D

LL ′′′′

（図3）　財源の再分配の概念図
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ればよく，基準財政需要比例型で留保財源率を
10％にするときに，地方自治体間の歳入の格差
を最小にすることができる。
　さて，留保財源率を10％へ引き下げるならば
交付税総額が圧縮され，各団体への再分配が生
じているはずである。ではその規模はどの程度
ものなのであろうか。表 2は，これを確認する
ために，式⒅で示される基準財政需要額で測っ
た分配額の相対的な大きさηγ（「基準財政需要
額の変化率」と呼ぶ）を，留保財源率ごとに算
定した結果をまとめてある14。

⒅　　ηD
γ＝
πDiγ─
Di

　ただし，ηD
γに自治体を表す i が含まれてい

ないのは，ηD
γは定義上すべての自治体で等し

くなるためである。表 2をみると，留保財源率
を10％へ低下させたときに各団体が受け取る移

転額は，それぞれの基準財政需要額の7.2％（＝
ηD
γ ）に相当していることが示されている。
2004年に生じた地方交付税の急激な縮小（いわ
ゆる「交付税ショック」）は，交付税＋臨財債
の大きさで見ると，対前年比で2.8兆円の減少
であり，それが12%減であったことと比較する
と，その半返しといった規模に相当する。
　また，表 3は，留保財源率の変化に応じて，
不交付団体に該当する自治体数および，当該団
体に居住する住民数の状態を一覧にしたもので
ある。留保財源率を10％に引き下げれば，不交
付団体の自治体数は335団体（全体の19％）と
なり，当該団体の住民数は全体の45％を超える
ことがわかる。

5．現実妥当性と安定性

　もう一度，図 2の下段図に戻って欲しい。そ

14　分配額の総額は人口比例型と基準財政需要比例型とで等しいので，各団体への分配額の平均値も等しい。

（図4）　再分配後の地方自治体の歳入額のバラツキ具合（ジニ係数）
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表2：　各ジニ係数におけるηD
γの大きさ

こでは，留保財源率が引き下げられたことで生
じた財政余剰を基準財政需要額の引き上げに
よって相殺している。この作法を忠実に処理す
るならば，図 3に描かれている分配とは異なっ
た結果になる。直観的には，図 3では，追加さ
れた財源が地方交付税制度の外側にゲタのよう
な形で存在し，基準財政収入額には含まれてい
ない。これに対して，図 2の下段図は，追加さ
れた財源をあたかも地方譲与税のように見なす
ことで基準財政収入額にカウントし，不交付団
体には追加的分配を行っていない。以下では，
この方式を再現してみたい。
　いま，交付税総額の変動額を式⒆のように
Kと与える。

⒆　　K＝Π0.75−Πγ

　このKを基準財政需要額に応じて各自治体
へ分配した額がπDiγである（K＝ΣiπDiγ）。なお，
式⒅からπDiγ＝ηD

γDi であるから，地方自治体の
取り分は基準財政需要額の一定割合（ηD

γDi）
と理解することができる。
　ところで，このままでは不交付団体もπDiγの
恩恵を受けてしまう（式⒄と同じ）ので作業を
継続し，以下の式に基づいてπDiγが分配された
後の各自治体の交付税額Y~ iγを求める。

⒇　　Y~ iγ＝Di−（Ri＋ηD
γDi）

　ここで，Y~ iγ＜0となる団体には交付税を分配

NOTE： 東京都23区（人口8,413,883）を除く1793団体。なお，『地方財政の状況（平成21年 3 月）』
（p.151-152）によれば，2007年度の不交付団体（23区を除く）の総務省発表の数値は186市町村
であり，不交付団体の人口は23区を含んで3460万人（27.1％）となっている。

表3：　不交付団体の団体数と人口
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しないというのが交付税制度の核心部分である。
これに準ずると，πDiγの一部ないし全部を受け
取れない不交付団体が存在するためK＞ΣiπDiγ
となる。ここで，分配されなかった財源K'（＝
K −ΣiπDiγ）を使って，さらなる分配が可能に
なる（基準財政需要額の引き上げが可能にな
る）。その分配がηD'

γ Di であるとしよう。これ
を用いて再び交付税額を以下のように計算する。

�　　Y~ iγ＝Di−（Riγ＋ηD
γDi＋ηD'

γDi）

　先ほどと同じく，Y~ 'iγ＜0となる団体には，
ηD'
γ Di の一部ないし全部が分配されないので 
K' '（＝K−ΣiηD'

γ Di ）が発生する。ただし，
K＞K' ＞ K'' であり，残額は逓減していく。
この作業をさらに繰り返していき，交付税総額
の誤差が , 与件とされる交付税総額Π0.75の 1 ％
未満になったところ（K* ＜Π0.75×0.01）で作業
を打ち切ることにした。こうした作業は煩瑣に
感じられるが，実際の地方財政計画の調整過程
は，おそらくこうした手順に近いはずである。
　上記の分配方法は，基準財政需要額に比例的

に行う作法となっているが，前節の「基準財政
需要比例型」と区分するために，前節のものを
「単純型」，本節のものを「繰り返し型」と呼ぶ
ことにする。両者の本質的な違いは，留保財源
の操作を通じて生じる交付税総額の過不足を前
者が不交付団体へも分配するのに対して，後者
は不交付団体へは分配しない点にある。それゆ
え，繰り返し型の方が地域間の財政格差を平衡
化する効果は強い。

5 . 1 .　繰り返し型
　図 5は，図 4に，繰り返し型のジニ係数を重
ね合わせる形で描き出されている。表 4には，
ηD
γDi＋ηD'

γ Di＋…という形で積み上げられた額
を，表 2と参照可能な基準財政需要額の変化率
として示されている。また，表 5には，財政調
整を通じて不交付団体となる団体数や，不交付
団体に居住する人口の状態が整理してある。
　まず図 5から，繰り返し型では，単純型とは
異なり，留保財源率が小さいほど地域間の財政
力の格差は縮小することがわかった。留保財源

（図 5）　ジニ係数の変化（2007年，繰り返し型，図 4 の一部再掲）
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表 5：　不交付団体数と人口（2007年，繰り返し型）

表 6：　基準財政需要額の増加効果の現実的な意味（2007年，繰り返し型）

2007年度の『市町村別決算状況調』より，東京都特別23区を除く1793団体のデータに基づいて作成。 
単位は億円。各人口区分は，下限より大，上限以下で分類した。

表 4：　各ジニ係数におけるηD
γの大きさ

　　　（2007年，繰り返し型）
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率が低位のときに，不交付団体へ分配されるは
ずの財源を抑制できるため，それを交付団体の
基準財政需要額の上積みに充てることができる
からである。このことは，表 4と表 2の比較か
ら，各ジニ係数におけるηD

γの大きさが「繰り
返し型」の方が大きいことからもわかる。
　次に，表 5が示すように，繰り返し型の場合
には，留保財源率が 0％の場合でも不交付団体
は262団体にしかならない。これは，単純型の
446団体（表 3 ）に比べて非常に少ない。留保
財源率の引き下げは不交付団体数を増やすもの
の，基準財政需要額の引き上げによって不交付
団体数が減少するため，不交付団体数はさほど
増加しないのである。
　地方自治体の財政力格差は，留保財源の多寡
と水準超経費とに依存している。すでに言及し
たように，留保財源率を引き下げれば，水準超
経費を有する不交付団体と，これを持たない交
付団体との間の財政格差は拡大する。しかし，
不交付団体の数そのものが抑えられることで，
多数を占める交付団体間での格差是正効果が支
配的であることをシミュレーション結果は示し
ている。 

5 . 2 .　現実的な政策案
　実際の政策手段の選択では，地方自治体の歳
入格差を最小化するだけではなく，実行の容易
さ（事務コスト，第三者からの理解の容易さ）
や，田近ほか（2001）が強調している留保財源
が地方自治体に与えるインセンティブの強弱な
ども考慮すべきであろう。それゆえ，格差是正
と経年的な安定性の視点から，基準財政需要比
例型の繰り返し型を採用しつつも，留保財源率
を10％程度は残すというのがより有力なアイデ
アとなるかもしれない。
　この場合，交付団体のみが受け取る移転額
（基準財政需要額の変化）は，表 4より各団体
の基準財政需要額の10.6％になる。この「約
10％」の定量的な意味を確認するために用意し
たものが表 6である。例えば，人口規模が 1〜

3万の自治体の平均値で見てみると，基準財政
需要額の10％とは約4.4億円（グレーの列）で
あり，これは対地方税比率で20％に相当してお
り，その金額は，臨時財政対策債発行可能額よ
りも十分に大きい。
　ただし，留保財源率を25％から10％へと引き
下げるときには，地方税の15％に相当する留保
財源の分だけ地方財政は縮小している。した
がって，先述した財政効果から，この縮小分を
相殺した金額がネットで見たときの財政効果と
なる。このことに留意すると，人口が 5万人を
越える団体では移転額の対地方税比率が15％を
下回っていることから，平均的には

4 4 4 4 4

実質減収と
なる。財政中立の下で地方財政のバラツキを抑
制するために特定の団体へ手厚い分配を行えば，
他方で減収が起きるのは必然である。
　上記のスキームのとき，どのような団体で減
収が生じるのかを簡単な計算によって，よく使
う指標によって特徴付けてみよう。いま，改革
前の歳入W0.75を基準財政需要額と留保財源の
合計として，W0.75＝ D＋0.25L と表記する。
また，改革後の歳入W0.1は，移転された財源
（ηD

γDi）を基準財政需要額の10％と想定すれば，
W0.1＝D＋0.1L＋0.1D と表記できる。これらか
ら，改革前の歳入が改革後の歳入を上回る（減
収となる）条件は，W0.75＞W0.1より（L/D）＞
（2/3）と求まる。ここで，地方税と基準財政収
入額の関係式である0.75L ＝ Rを用いると以下
の関係式を得ることができる。

�　　
R
─
D　＞　

1
─
2

　式�の左辺は，基準財政需要額に占める基準
財政収入額の割合なので財政力指数を意味して
おり，これが0.5より高い市町村が実質的に減
収になる。反対に，財政力指数が0.5より低い
市町村が実質的に増収となる。2007年度の単年
度データを用いてR/Dを算出したところ，こ
の値が0.5より高い団体（減収になる団体）の
割合は全市町村の50%（＝908/1793）であった。
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この概算結果は，上位団体からの支出金や地方
譲与税などを考慮していないなどの問題はある
が，使い慣れた指標を尺度とすることで今回の
政策案の姿を上手に示している。すなわち，財
政力の高い上位50％の団体から下位50％の団体
へ財源を移転することで，地域間の格差を平衡
化するスキームになっているのである。

6．おわりに

　本稿では2007年度の市町村データを用いたシ
ミュレーション分析を行い，ある特定の作法の
下（5.3節のシナリオ）であれば，留保財源率
を10％へ引き下げ，かつ基準財政需要額を現行
より10％引き上げることによって，ジニ係数で
測定した地域間の財政力格差を現状よりも抑制
することができることを明らかにした。この施
策によって不交付団体となる自治体数は236で
あり全体の14％を占め，当該団体の住民数は全
体の約30%を占めることになる。これらの値は，
いずれも現状より大きな値である。また，交付
税総額を一定と仮定しているため，国に追加的
な財政負担が生じてもいない。ただ単純に地方
交付税制度の留保財源率を見直すだけで，これ
だけの効能が期待できるのである。  
　ただし，留保財源率の引き下げによってジニ
係数が低下するとしても，その変化に社会科学
的や実務的な意味を見いだすのは軽率に過ぎる
かもしれない。ジニ係数の値そのものは0.63〜
0.67であり，地域間の格差が本質的な意味で霧
消するわけではないし，その変化幅が何を意味
しているのかが不明瞭である。しかしながら，
定量的な根拠を示した上で，具体的な留保財源
率を提案したものを筆者は管見にして存じない
ことから，本稿の政策論への貢献が僅かでもあ
るとすれば，定量的な考察をベースとした具体
案を提示した点にあるのではないだろうか。 
　最後に，残された重要な課題を挙げておきた
い。先述したように，本稿が提案する留保財源
率の引き下げによる地域間格差の是正策は，交

付団体間でのみ財政調整を行う構造になってい
る。それゆえ，交付団体と不交付団体とで財政
力を比較すれば，その格差はなんら是正されて
いないどころか，むしろ広がってしまう構造に
なっている（3.2節）。交付団体と不交付団体の
間の財政格差を是正するのであれば，不交付団
体からの財源拠出（いわゆる「逆交付税」）を
求め，これを交付団体に分配するような制度が
必要であるが，わが国では採用されていない。
　そうした中で導入された地方法人特別（譲
与）税は，地域間の偏在性が高い地方税を選定
し，その一部を国税とすることで地域間の財政
格差を抑制した上で，国税化した財源を譲与税
として恣意的に再分配し，地域間の財政格差を
縮小させるようなスキームを持っている。
　実質的な意味で「逆交付」にあたる当該制度
を許諾した東京都の判断の意義は相当に高いよ
うに，私には思われる。また，現在進められて
いる定住自立圏構想の中心市が不交付団体であ
れば，自然な形で格差是正がすすむのかもしれ
ない。しかしながら，留保財源率を10％に設定
し，基準財政需要比例配分の繰り返し型で不
交付団体となる236団体（2007年度）の中には，
定住自立圏構想で中心市宣言をしている自治体
は存在しない。
　今後は，大都市部の不交付団体からどのよう
にして水平的財政調整の許しを得るのかが，政
策上の課題として浮上するであろう。
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「地域経済」の関連についてお話させていただ
ければと考えています。

1．基本的な視点

　私の基本的な視点は，社会保障制度や交付税
交付金制度といった再分配の仕組みが，戦後の
日本の財政の中で充実したことで，結果的には
地方が疲弊するという状況が起こってしまった
というものです。これが本日の前半のお話です。
　そして，財政制度が地方の疲弊の一因になっ
ているとすれば，これらの制度をもう一度再設
計することで地域経済の再生のきっかけが生ま
れると考えています。どのような制度改革を行
うことで地方の再生を果たせるのか。これが，
本日の後半のお話となります。
　まず【スライド 2 】で，ある過疎の町の町長
さんの発言を紹介させていただいております。
「所得を得る機会が失われるとか，医療・福祉
を支えられなくなるとか，あいは文化活動が維
持できなくなるなどの，暮らしの基盤が崩壊し
てしまうようなことが起きなければ，人口が減
ること自体さほど深刻には受け止めていませ
ん」という発言です。この発言が私の頭の中に
ずっと引っ掛かっていまして，この発言から，
財政制度がなぜ地域の疲弊，とりわけ過疎化の
きっかけになっているのかということを，まず
読み解いていければと思っています。

　　はしがき　　本稿は，平成22年 3 月4日開
催の財政経済研究会における，一橋大学大学院
経済学研究科准教授 山重慎二氏の『財政制度
と地域経済─財政制度を通じた地方の疲弊と
再生』と題する講演内容をとりまとめたもので
ある。尚，スライド１～34を本文末尾にまとめ
て添付している。

　本日は，近年の地域経済の問題について，ど
のように理解し，どのように解決していったら
いいのかについて，私の考えをお話させていた
だきたいと思います。この問題については，
『社会保障と経済』という東大出版会の本のシ
リーズの中で，「地域経済と社会保障」という
タイトルの論文を書かせていただきましたので，
本日の報告はこちらの論文がベースになってお
ります。したがって，もし本日の報告にご関心
を持っていただけるようであれば，併せてこち
らの論文の方にもお目通しいただければ，大変
ありがたく存じます。
　論文では，主として社会保障制度と地域経済
の関係に関する議論を行ったのですが，社会保
障制度のみならず，交付税交付金制度を初めと
する補助金の仕組みが地域経済に与える影響も
非常に重要だと思いますので，本日は社会保障
制度と補助金制度を中心とする「財政制度」と

一橋大学大学院経済学研究科准教授 山重慎二

財政制度と地域経済
─財政制度を通じた地方の疲弊と再生─
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を「分析の枠組み」として簡単にレビューさせ
ていただきたいと思います。

2．分析の枠組み

2－ 1 ．人口移動に関する理論
　分析の枠組みということで，まず人口移動に
関して理解を深めることが議論の上で役に立つ
と思います。人口移動に関する事実解明的理論，
つまりどうして人口移動が起こるのか，人口移
動が起こるとどのようなことが起こるのかとい
う視点で議論をしているものを，【スライド 5 】
では 3つのカテゴリーに分けて挙げています。
　第 1に，経済成長が人口移動の大きな要因に
なるという研究です。基本的には，成長が進ん
でいる地域に人が集まってくるという理論です。
そして，人が集まることで集積のメリットや規
模の経済性が発生して，それがさらに人口を呼
ぶといった構造も生まれやすくなることが知ら
れています。
　次に，財政との関係で言えば，Tiebout の
「足による投票」の議論が一番有名ですが，地
域の競争や自治体の競争が人々の移動の一因に
なるということがよく知られています。
　第 3に，あまり指摘されていないことですが，
実は人口移動の問題を考えるとき，家族や共同
体の問題を考えることが意外と重要だと考えて
います。後でも議論になってきますが，高齢の
親が住んでいる地域から，子供が移動するのか
しないのかという意思決定が実は頻繁に行われ
ていて，家族が住んでいるから，老親が心配だ
から地方にとどまるということもあるし，逆に
稼ぎが必要だからということで，都市に行かな
ければいけないということもあるわけです。
　このような現象に関する経済学的理論はあま
りないのですが，地域へのアタッチメント（愛
着）が人口移動や足による投票の議論を考える
上で重要であるとの指摘が行われています。ま
た，最近では Social Capital とも言われる「地
域での人間関係」が人々の地域間移動を考える

　この発言が示しているのは，財政の面で手厚
い保障が行われるのであれば，自分たちの町や
村は過疎化が進んでも特に心配しませんという
心理状況です。そのような心理構造が日本の社
会の中に作り出されて，それが結局，過疎化を
促進する一因になってしまったのではないかと
いうことです。言い換えると，過疎化が進んで
地域の財政基盤が崩壊していくと，公共サービ
スも止まってしまうというような状況があった
とすれば，各地域で過疎化を食い止める必死の
努力が行われていたのではないかということで
す。このような考え方をモチーフとして，これ
からのお話を進めていきたいと思います。
　本日は，「地方」という言葉を「都市圏から
離れた地域」という意味で使わせていただきま
すが，その「地方」で過疎化が進行しており，
人口減少・少子高齢化の流れの中で「地方」を
どのように再生させるかは最も重要な政策課題
の 1つだと考えています。
　総務省の『過疎対策の現況について』という
資料によれば，2009年時点で過疎地域は国土の
面積の約半数以上を占めます。さらに深刻と思
われるのは，「過疎地域」の市町村が，市町村
数の約41％を占めるという状況です。このよう
な状況下で，地方分権をどう進めていくのかに
ついて考えていかなければならないという認識
は重要だと思います 【スライド 3 】。　
　「過疎地域」の定義については，資料の最後
の【スライド34】を見ていただければと思い
ますが，基本的には人口がどんどん流出してい
る地域です。そして，その結果として高齢化が
進んでいる地域ととらえることができると思い
ます。
　したがいまして，過疎の問題や地方の疲弊の
問題を考える場合，「人口移動」の理論，ある
いは，「人口移動」に関してどう規範的に考え
たらいいのかという理論が役に立つと思います。
そして，財政と地域経済の関係について考えて
いきますので，「地方分権」に関する理論も有
用です。そこで，まず初めに，それぞれの理論
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上では重要で，移動の結果，地域の人間関係が
変わってきて，それが例えば成長率などにも影
響を与えるといった議論が出てきます。若干で
はありますが，人口移動と家族・共同体の関連
に関する分析が幾つかあります。
　このような議論を整理してみたのが，【スラ
イド 6 】の図の左側の部分です。つまり，地域
移動を媒介として，「地域経済」の中で雇用機
会，家族，地域社会が相互に依存しあいながら
ダイナミズムを生み出しているという視点が分
析の枠組みの一つとなります。
　前述の論文では，このようなダイナミズムの
下で，社会保障制度が人々の地域移動や地域経
済に影響を与えることで，社会保障制度と地域
経済の相互依存関係が生まれることに注目した
分析を行いました。本日は，さらに，交付金制
度などの補助金制度まで含めて，財政制度が
人々の地域移動を通じて地域経済に与える間接
的影響，そして雇用機会などに直接与える影響
に注目して，財政制度と地域経済の相互依存関
係を考えてみるということになります。そのよ
うな相互依存関係の故に，財政制度が地域経済
を疲弊させる一因になるとともに，その再設計
が地域経済を再生させるきっかけにもなるとい
うのが，分析の枠組みとなります。
　人口移動に関しては，様々な要因で起こり，
それが地域にいろいろな影響を与えるという事
実解明的な議論があるわけですが，私たちの関
心は結局のところ政策にありますので，規範的
に考えていくことも求められます。例えば，人
口移動は良いことなのかという問題を最終的に
は考える必要があるということです【スライド
7 】。
　そのような規範的議論に関しても，もちろん
様々な議論があります。例えば経済成長と人口
移動の関連では，成長率の高い地域への人口移
動は，労働市場の効率性の観点から望ましいと
考えられます。しかしながら，市場に任せてい
たら効率的になるかというと，実は外部性があ
るのでそうとはならないということも知られて

います。ですから，人口移動が経済の効率化に
寄与することもあるのですが，例えば過密とか
過疎とかいった非効率性を引き起こしてしまう
こともあるということです。
　次に，政府と人口移動に関しては，足による
投票を通じて効率化がすすむという可能性はあ
りますが，逆に有害な租税競争が発生して非効
率性や不公平性が生ずる可能性もあります。で
すから，ここの面でも，人口移動が必ず効率性
を高めるというわけではなく，放っておくと望
ましくない状況も十分起こり得るということで
す。
　最後に，家族・共同体と人口移動に関しては，
人口が移動しないことで家族やコミュニティの
絆やネットワークが維持されやすくなりますの
で，相互扶助の規範が持続し，社会の効率性が
高まる場合があることも理論的には知られてい
ます。しかしながら，人口が移動しないことが
社会の閉鎖性につながり，非効率性を生む可能
性も出てきます。人口移動が起こらない場合，
家族や共同体といった閉じられた社会でのサー
ビス供給が中心となってくるわけですが，その
ようなネットワークの閉鎖性が非効率性を持つ
ことも知られており，家族・共同体との関連で
も人口移動が望ましいか否かは明確ではありま
せん。
　このように，規範的な観点からは，人口移動
が起こることには，メリットとデメリットがあ
ることになります。結局，良いとも悪いとも言
えないということですが，少なくとも人口移動
が効率性に影響を与えるというのは面白いとこ
ろかと思います。

2－ 2 ．地方分権に関する理論
　地方分権の理論に関しては，あらためて皆様
に詳しくご説明する必要はないと思いますが，
「地域の再生」という観点からは，地方分権が
進むとどんなことが起こるのかということを整
理しておくことは有用だと考えています【スラ
イド 8 】。
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　事実解明的な分析に関しては，まず，分権化
が進むと自治体間の競争が起こるということが
指摘されます。さらに，中央政府と地方政府の
間のプリンシパル・エージェント関係，つまり
一種の主従関係に緊張関係が生まれてきます。
一般に，歳出を自由に決める権限が地方自治体
のような「エージェント」に与えられていく中
で，放漫な財政運営が行われる可能性が高くな
ることも，よく指摘されるところです。
　さらに，一般にはあまり指摘されないのです
が，自治体は地域の共同体と連携しながらさま
ざまな施策を実施していますので，分権の問題
を考える上では，実は地域共同体などとの関係
も非常に重要になってきます。最後の議論に関
しては，ケーススタディなどが多いのですが，
幾つか分析や議論が行われています。
　一方，規範的な分析に関しても，いろいろな
議論があります。要は，地方分権はいいのかど
うかという話ですが，重要なポイントになるの
が「分権定理」といわれるものです。情報の不
完備性がある場合，サービスを受ける人たちに
一番近いところで公共サービスが提供されるこ
とが望ましいということが，地方分権を進める
理論的根拠になっています【スライド 9 】。
　ただ，その一方で，規模の経済性があるよう
な場合には，「集権化」が望ましいことになり
ます。「集権化」という言葉は，ちょっとわか
りにくいと思いますが，基礎自治体で意思決定
やサービス供給が行われるようになることを
「分権化」とすると，都道府県あるいは国と
いった上位政府で広域的にサービスを提供する
ようになることを，ここでは「集権化」と呼ん
でいます。
　ですから，規模の経済性がある場合は，基礎
自治体に任せるよりは，それより上位の都道府
県なり国なりがサービス供給を行った方が望ま
しいという意味で，集権化が望ましいというこ
とが知られています。したがって，経済学的に
は，分権化が必ずしも常に望ましいわけではな
く，規模の経済性あるいは外部性がある場合に

は，ここでいう「集権化」が望ましいというこ
ともありえます。
　さらに，財源調達に関しても，規模の経済性
があることに注目すれば集権化が望ましいと考
えられる場合もあります。
　また，分権化を進める中で政府間移転が大き
くなる可能性も高いわけですが，その場合，す
でに指摘したようなプリンシパル・エージェン
ト問題が起こるので，あまりエージェントに権
限を与えない，つまり集権化の方がいいという
議論も出てきます。
　最後に，社会保障との関係で少し強調させて
いただきたいのですが，政府の役割の 1つとし
て，保険の提供があります。社会保険というの
がまさに政府による保険の提供の 1つです。政
府が保険を提供しているときに，保険者は誰が
いいのかという話を考えると，保険を支える原
理は基本的には「大数の法則」ですから，やは
り大規模に，つまり集権的に保険事業を行うこ
とが，リスク・シェアリングの効率性の観点か
らは望ましいことになります。
　ただ，保険事業にはモラルハザードの問題が
伴いますので，そのモラルハザードの問題を考
えると，被保険者に近いところでモニタリング
等が行われるといいということが確かにありま
す。その点を考えると，保険事業を分権化する
ことが効率性を高める可能性も考えられます。
　結局，規範的な観点からざっくり言えば，情
報が重要な財・サービスに関しては，分権化が
望ましいけれども，規模の経済性や外部性があ
る場合には集権化が望ましいというイメージが，
経済学的議論の 1つのイメージなのかと思って
います。

3�．財政制度を通じた地方の過疎化

　以上のような分析の枠組みを念頭に置きなが
ら，つまり「人口移動」あるいは「分権化」と
いった概念をキーワードとしながら，これから
日本の歴史を少し振り返り，財政制度が地方の
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過疎化に寄与してしまったプロセスについてお
話していきたいと思います。

3－ 1 ．戦後の経済成長戦略
　戦後の成長戦略というものが一体どんなもの
だったかということを，あらためて振り返って
みると，やはり戦争で破壊された都市部に，ま
ずは集中的に開発投資を行い，そこで経済成長
を遂げるということが行われたのだと思います。
これが1960年代までに起こったことです【スラ
イド10】。
　古い論文からの引用で恐縮ですが，【スライ
ド12】の図は， 1人当たりの公共投資額の推
移を表したものです。全国平均を100としたと
きに，各都道府県における行政投資はどのよう
なパターンを示しているかを示したものです。
例えば東京圏では，1960から1970年代の初めぐ
らいまでは，100を超える水準の行政投資が行
われていました。同様に大阪，愛知といったと
ころでも，1970年に入るぐらいまでは全国平均
を超えるような行政投資が行われていました。
　その一方で， 1つの事例ですが，青森を見る
と，同時期には平均よりも明らかに低い行政投
資しか行われていなかったことがわかります。
ところが，70年代にターニングポイントがあっ
て，これがいわゆる日本列島改造論と呼ばれる
ようなものに起因していると思うのですが，公
共投資が地方に向かうのです。都市部では，80
年代後半に，また違う様相が出てくるのですが，
少なくとも70年代半ばから80年代の前半ぐらい
までは，地方に積極的な公共投資が行われると
いうプロセスがありました。
　そして，それと連動しているようなパターン
を示しているのが，【スライド11】の人口移動
のグラフです。つまり，都市部への集中的な投
資がある時期が1970年代の初めまでの時期です
が，この時期には人口の大きな純流入が都市圏
で起こっています。70年代以降，地方にも投資
が行われるようになって，都市への人口流入は
減少し始めます。東京圏ではずっと継続的に人

口の純流入が起こっているのですが，特に大阪
圏，名古屋圏では，人口の流入が基本的に止ま
る，場合によっては流出が起こるという状況が
生まれました。大阪圏，名古屋圏ではその傾向
がずっと続いています。東京圏については，バ
ブルがはじけたころは人口流出が起こっていま
すが，それ以外の時期は基本的に流入している
という状況です。
　結局，戦後の成長戦略とはどのようなもの
だったかと言うと，都市部の開発を先行的に行
い，資本と人口を都市部に集中をさせて経済成
長を遂げるというものだったと思います。それ
に伴って都市部に人口が流入して，一定の成功
を収めたわけですが，過密等の弊害も指摘され
るようになりました。そして，日本列島改造論
のように地方の開発も進めていく必要があると
いうことで，地方に対する公共投資が行われる
のが70年代以降ということです。
　そこで期待どおりに地方の開発が進んだかと
いうと，そんなことは結果的には起こらなかっ
た。都市部では開発が先行し人口も集まったの
で，結果的に，その優位性が継続した。それを
覆すほどの状況の変化は，地方では作られず，
多くの地方で過疎化の進行を食い止められず，
公共投資も結果的に無駄になってしまったとい
う状況が起こったのではないかと理解していま
す。
　ただ，地方の中核都市というのはそれなりに
発展していますので，全く無駄になったわけで
はないと思いますが，過疎地と言われるような
地域で盛んに行われた公共投資は，結果的には
無駄になってしまったということが起きたと考
えています。

3－ 2 ．交付税交付金制度の意義と副作用
　このような歴史的展開の中で，補助金制度や
社会保障制度の充実の意義を考える必要があり
ます。ただし，その一方で，それらには「副作
用」も伴ったことに気付くことは重要だと思い
ます。
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　まず交付金制度というのは何だったかと考え
ると，結局，都市部への集中的な資源の投下の
結果生まれる公共財・サービスの地域間格差を
是正し，成長戦略への理解を求める制度であっ
たと考えられます。都市部で生まれた果実を，
地方にも回すということで，地方の人々の不満
を和らげるという意味があったと思いますし，
継続的にその仕組みが存続するのであれば，地
方から若者を都市部に送ってもいいのではない
かという意識を作ることにも貢献したのではな
いかと思います【スライド13】。
　私は鹿児島出身なのですが，今でも，若い人
たち，優秀な人たちを東京に送って「もったい
ない」という気もしますが，あまりそれに対す
る抵抗感というのは地方にはない。若者を地方
から都市部に出してもいいのではないかと考え
るのは，やはりそのリターンが自分たちにも何
らかの形で返ってくるという理解があるからと
感じています。つまり，交付金制度を初めとす
る補助金制度を充実させることで，人材を地域
にとどめようとする地方政府の努力が結果的に
起こらなかったのではないかと考えています。
本日の冒頭で紹介した過疎の町の町長の言葉は，
そのようにして作られた意識を象徴的に表して
いると思います。
　地方からの人材流出を食い止める努力が行わ
れかったことは，おそらく，日本全体の経済成
長の観点からは望ましいことだったのだと思い
ますが，それは地方の過疎化が進むことも意味
していました。私は最近よく「政策の副作用」
という言葉を使うのですが，ある目的を持って
行われた政策には，それ自身には意義や効果が
あったとしても，実は副作用がある場合が少な
くありません。その副作用をきちんと考えて政
策を設計しているかどうかは非常に重要ですが，
日本の政策の歴史を振り返ってみると，政策の
副作用を十分考えずに政策の処方が行われてき
た場合が多いのではないかという印象を持って
います。
　もちろん考えられていたのかもしれませんが，

例えば，交付税交付金制度の充実は，それ自身
には大きな意義を見いだせるとしても，地方の
過疎化を生み出すという副作用に十分注意しな
がら戦略的に行われてきたのかというと疑問が
残ります。地方の過疎化が進んできることに気
付いて，あわてて舵を取り直したけれど，その
時にはすでに遅かったという状況にあったので
はないかと感じます。
　さらに，舵を取り直して，地方への投資が行
われるようになっても，実は交付税制度の下で
必要な財源保障が行われ続ける限り，地方自治
体が地域に人口や企業を引き留めたり，呼び寄
せたりする努力は十分に行われてこなかったの
ではないかとも考えられます。一応努力はする
のだと思うのですが，その本気度が低いのでは
ないかということです。
　したがって，対処療法的に，地方へ公共投資
を続けるだけでは意味や効果はあまりなく，や
はり根幹となる交付金制度にメスを入れ，見直
して行かなければ地域経済の問題は本当には解
決できないと考えています。これが今後の再生
の議論につながってくる認識です。

3－ 3 ．社会保障制度の意義と副作用
　社会保障制度についても同様の意義と副作用
があると考えています。高度成長期の若年者の
都市部への流出に伴い，地方で取り残される高
齢者の生活保障が社会的な問題になりました。
1960年代に始まる皆年金・皆保険という社会保
障制度の充実は，戦後の成長戦略の結果として
生まれた家族の分離への対応であったと考えら
れます。そういう意味ではきちんとした目的や
意義があったのだと思います。ところが，政府
が生活保障を行うようになると，家族内での相
互扶助の必要性が低下し，親が子供たちを地方
にとどめる努力を行わなくなり，過疎化がさら
に進行してしまうという副作用が起こったので
はないかと考えています【スライド14】。
　それまでは，田舎では，典型的には，親は長
男に家を継がせ，自らの老後の生活を確保しよ
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うとしてきました。社会保障がない時代には，
自分たちの老後をやはり子供に依存せざるを得
ない状況があったわけですから，長男を引き留
めようとする。あるいは娘たちも地元に引き留
めるということをやってきたのだと思うのです。
　ところが，政府が老後の生活保障を行ってく
れるということであれば，無理やり子供を引き
留める必要はないし，子供たちが都市部で豊か
になってくれれば，それが自分にとっても日本
にとっても結構なことではないかという感じで，
子供たちの都市部への流出を食い止めることが
行われなくなったのだと思います。それが結果
的には過疎化の進行につながっているのだとい
う印象を持っています。
　そのような仮説を裏付けるデータとしてどの
ようなものがあるかということですが，まず

【スライド15】に見られるように，日本全体で
核家族化が進み，子供との同居がどんどん低下
してきたという事実があります。高齢者が自分
の子供と同居する割合は，日本では昔は非常に
高く，65歳以上のお年寄りが子供と一緒に住ん
でいる割合を示す「老人同居率」は，昔は80％
ほどありました。それが最近ではもう50％を
切っており，子供と一緒に住む，親と一緒に住
むという生活パターンが日本でも明らかに失わ
れてきています。
　その一方で高齢者の単身世帯と夫婦のみの世
帯が明らかに増えてきている。これが1960年代
以降の日本で起きたことです。その理由のひと
つは，やはり社会保障制度が充実してきて同居
しなくてもいいという状況が生まれたことにあ
ると思います。高齢になっても，夫婦だけまた
は単独で生活できるという環境ができてきたか
らこそ，高齢者の単身化，核家族化，そして子
供との同居率の低下が起こったと考えられます。
　簡単な分析で恐縮ですが，【スライド17】で
は，高齢者夫婦のみの世帯や高齢者単独の世帯
が増えてきた理由に関する分析結果を紹介して
います。主な結果が 2つあります。まず，単身
または夫婦のみの高齢者世帯の割合を「高齢世

帯率」と呼び，それが高度成長期に変化した理
由を，都道府県データを用いて推計してみまし
た。そこでは，純転出率が大きい，つまり若者
が出ていくような都道府県では，やはり高齢者
からのみなる世帯の割合が増加していくことが
示されています。
　それからもう 1つ面白いと思っているのは，
高齢者のみからなる世帯の割合（高齢世帯率）
が低い地域では，高齢者のみからなる世帯割合
の変化（高齢世帯率の変化）は，実は小さくな
るという結果です。高齢世帯率が低い地域とい
うのはどういうところかというと，同居の規範
が残っている地域と考えられます。一般に，高
齢者のみからなる世帯の割合の変化が地域に
よって大きく異なるとは考えにくいと思うので
すが，同居の規範が残っていると考えられる地
域ではそれが小さくなっている。つまり，同居
の規範が残っているような地域では若者の流出
を食い止めるようなことが行われていた可能性
が示唆されており，ちょっと面白い結果だと個
人的には思っています。
　いずれにしてもここで示したかったことは，
経済成長の過程で，若者が流出していくことで，
高齢者が取り残され，それへの対応として社会
保障制度の充実というのが図られたことがうか
がえるのではないかということです。

4．財政制度と地方の再生

　そのような歴史認識，あるいは制度認識に基
づいて，今後どうすれば財政制度を通じた地方
の再生が可能になっていくのかについて，次に
お話させていただきます。

4－ 1 ．社会保障制度を通じた持続可能な再生
戦略
　私の考え方の根っこにあるのは，地方を公共
投資でカンフル剤的に再生するというやり方は
もう失敗しているので，それとは違うやり方で，
地方を持続的に再生させるような財政制度の見
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保険事業というのは基本的に大きなプールでリ
スク・シェアリングを行うことが効率的です。
しかしながら，現在の日本の医療保険制度では，
国民健康保険の保険者は基礎自治体です。小さ
な市町村でリスク・プーリングを行うことはな
かなか難しく，効率性あるいは安定性の観点か
ら問題があります。ですから，社会保険につい
ては，国全体でリスク・プーリングを行うこと
を原則にすればいいのではないかと考えます。
　今後道州制になって，規模の大きい自治体が
出てくれば，そこで保険料をプールする仕組み
とすることもあり得るかと思うのですが，現時
点では，公的保険については，国全体でプール
することがやはり望ましいのではないかと考え
ています。実際に誰が保険事業を運営するかと
いうことになると，エージェンシーを幾つか
作って分権的に運営してもらうということもあ
り得ると思うのですが，保険自身は全国的に保
険料をプールして行う方がよいということです。
今の社会保険でも，実は一定のプール化は行わ
れているのですが，極めて不完全であり，その
結果，自治体が過剰な負担や重荷を担わされる
ことになっています。
　医療保険に関しては，組合健康保険や政府管
掌健康保険などもありますが，すでに説明しま
したように，国民健康保険については基礎自治
体が保険者になっています。最近出来た「後期
高齢者医療制度」では，保険者は都道府県を単
位とする広域連合になっていますが，それ以外
については基礎自治体が保険者になる仕組みと
なっています。
　例えば，【スライド19】にありますように，
前期高齢者つまり60～75歳未満の人たちに関し
てはそれぞれ該当する保険に加入するのですが，
退職した人たちが多く，退職した人たちは国民
健康保険に入るわけです。前期高齢者の人口は
約12％なのですが，国民健康保険では前期高齢
者の割合は約28％であり，多くの高齢者が国民
健康保険に加入しています。言い換えると，ほ
かの保険では前期高齢者の割合は小さいという

直しを行うことはできないだろうかという考え
方です【スライド18】。
　地方経済に関する最重要課題のひとつは，地
方に住む人々の最低限度の生活保障をいかに行
うかということです。 4割ぐらいの基礎自治体
が過疎地域にある状況で，どうやって地方の
人々の最低限の生活保障を行っていくのかとい
う問題が非常に重要と考えています。
　まず初めに，65歳以上の高齢者の割合が 5割
を超えるような「限界集落」と呼ばれる地域の
中には，やはり持続させることが非常に難しい
と考えられる地域があると思います。そのよう
な地域では，人々の移住を支援するような制度
設計を，やはり考えていかなければいけないの
ではないかと思います。
　次に，持続可能と考えられる「地方」に関し
ては，私は，社会保障制度をうまく再設計する
ことで持続可能な再生につなげられるのではな
いかと考えています。その基本的な考え方は，
社会保険および福祉サービスの確保の責任を原
則として国の役割とし，どこに住んでも一律の
保険料と負担で最低限のサービスを受けられる
仕組みにすることが望ましいというものです。
　日本の制度は，そのような制度になっている
と思っている人が実は多いのではないかと感じ
ているですが，現実にはそうなっていないとい
うことをまず確認しておきたいと思います。こ
こにいらっしゃる方々は，よくご存じではない
かと思うのですが，日本の社会保険は，一律の
保険料と負担で最低限のサービスを受けられる
仕組みになっていません。この仕組みを見直す
ことが，地方を再生するという観点から見ても，
望ましいのではないかというのが，ここでの議
論のポイントになります。
　⑴　医療保険制度の見直し
　地方の再生という観点を別にしても，私はま
ず「どこに住んでも一律の保険料にする」とい
うことは基本的に望ましいと考えています。な
ぜそう考えるかというと，既に地方分権の望ま
しさに関する説明の中でも申し上げたように，
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　もともとは地域間の再分配を目的にしたもの
ではないのですが，結果的に見ると，やはり都
市の人たちが納める保険料なり税金なりが，地
方の人たちの医療を支えるという構造が起こっ
てきています。これが結果的には地域間の再分
配の仕組みとして機能していることが，今の制
度の下で起こっていることがわかります。
　ちょっと面白いのは，このような再分配が行
われた結果，地方ではどんなことが起こってい
るかというと，【スライド24】のグラフに示さ
れているように，年金所得が地方の高齢化が進
んでいる地域の主要な所得になるということが
起こっています。むしろこの図では高齢化率を
横軸と考えてグラフを見た方が解釈しやすいの
ですが，高齢化率が高い都道府県では年金給付
が県民所得に占める比率が上がってきています。
つまり，年金所得が，地方に住んでいる人たち
の重要な所得源になっているということです。
それは何を意味しているかというと，年金が充
実すると，交付税などを通じた再分配を行わな
くても，社会保障制度を通じて地域の経済が支
えられるということです。
　このように，現在でも社会保障制度を通じて，
地域経済が支えられるという構造が存在してい
るのですが，現在の仕組みの下では，それはか
なり不完全なものでしかなく，自治体が地域の
社会保障の重荷の一部を担うことになっていま
す。国が一体的に保険を運営するという保険原
理からも望ましいと考えられる改革を行い，基
礎自治体の重荷を取り除くことで，地方財政お
よび地方経済の問題を改善していくべきである
というのが最初の提案です。
　⑵　医療サービス供給方式の見直し
　さらに，このような保険の面のみならず，
サービス提供に関しても，最低限のサービスを
どこに住んでいても受けられるという状況に
なっていないのが日本の社会保障制度の特徴で
す。この点を，また医療を事例として説明した
いと思います【スライド19】。
　現在，日本では「不採算医療」と呼ばれるも

ことです。組合健康保険だと 2％ぐらい，政府
管掌だと 5％ぐらいで，保険財政の観点からは，
国民健康保険に加入する人たちが高い保険料を
支払うことになり不公平とも言えます。
　そこで，組合健康保険や政府管掌健康保険の
加入者にも，前期高齢者の医療費の適切な割合
を「支払基金」に拠出してもらう仕組みとして
います。例えば組合健康保険では約10％，政府
管掌では約 7％，支払基金に拠出してもらい，
それを高齢者の負担が重い国民健康保険に給付
することで何とか賄えるという状況が作られて
います。さらに言うと，国民健康保険には国庫
支出金が給付金に上乗せされて入ってくるとい
う仕組みがあって，相当の再分配が国民健康保
険の加入者には行われている実態があります。
このような保険者間の再分配の仕組みは，医療
保険が全国一律の制度となっていないために作
り出された仕組みで，その仕組みが不透明にな
りやすく，様々な問題を引き起こしています。
　そのような再分配の仕組みは，実は地域間の
再分配として見ることもできます。社会保障制
度は，基本的には個人に対して支払いを行うも
ので，地域間での再分配を目的としているもの
ではないのですが，地域間で個人の属性が違っ
てきますので，地域で再分配が起こっているか
のような形で表れます。例えば，東京都の人た
ちは，平均的にたくさん税金や保険料を払いま
すが，それがどこに行くかというと，社会保障
制度を通じて，地方に住んでいる人に向かう形
になっています。
　この点に注目して，社会保障制度を通じた地
域間再分配の構造を都道府県ごとに計算したの
が，【スライド25】で紹介する研究です。ここ
では，明らかに東京都に住んでいる人たちが納
める税金や保険料が，年金あるいは老人医療と
いう社会保障制度を通して，地方に住んでいる
高齢者の手元に届く構造が存在するために，地
方の方にプラスの再分配が行われて，都市部に
マイナスの再分配が行われている状況が示され
ています。
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のがあります。厚生労働省の資料によれば，
「救急医療，災害医療，へき地医療など社会の
基盤を整備するために必要不可欠ではあるが，
資金面で困難な不採算を伴う事業を担う」と説
明されています。地域経済の問題との関連で言
えば，「へき地医療」などが不採算医療となっ
ていることが，重要だと思います。
　なぜ「へき地医療」が不採算となるかと言え
ば，過疎地に行けば行くほど規模の経済性が働
かなくなるからです。医療サービスの供給には
一定の固定費用が必要ですので，人口が少なく
なるほど，サービスを提供するための 1人当た
りの費用が高くなってしまいます。
　その一方で，診療報酬は「全国一律」とされ
ていますので，過疎になればなるほど，医療は
不採算となりやすいのです。つまり，同じ医療
サービスを提供しようとしても，地域によって
平均費用が違いますので，一律の診療報酬では
賄えない，赤字になってしまう，不採算になっ
てしまう状況が過疎地では発生します。言い換
えると，「不採算医療」とは，現在の日本の
「全国一律」の診療報酬制度が生み出している
問題なのです。
　平均費用が高くて不採算になるという問題に
対して，現在，日本ではどのように対応してい
るかというと，基本的には基礎自治体が追加で
負担することで対応する構造になっています。

【スライド20】にもありますように，日本の医
療法では，「国及び地方公共団体は，医療計画
の達成を推進するため，病院又は診療所の不足
している地域における病院又は診療所の整備そ
の他必要な措置を講ずるように努めるものとす
る」と書かれているのです。ですから，過疎地
ほど平均費用が高くなってしまうので，それに
見合う診療報酬が来ない場合には，その自治体
で追加負担をしなければならないという構造に
なっているのです。そういう意味で，日本では
どこに住んでも，一律の保険料負担で最低限の
医療サービスを受けられる仕組みにはなってい
ないのです。

　ただ，基礎自治体の追加負担というのは，特
に過疎地等では大変ですので，実際には国が補
助を与える仕組みがあるわけです。ですから，
後の議論とも関連してくるのですが，ここでも
「補助金」が出てきて，社会保障制度の不完全
性を補うために自治体に与えられるという構造
が存在しています。
　問題は，このように自治体の財政に社会保障
制度の一部を担わせること，そしてそのたため
に，国から自治体に補助金を与える構造が存在
することが望ましいかという点です。確かに，
保険事業にかかわるモラルハザード問題を抑制
するために，意図的に基礎自治体を介在させる
ことで，過剰な医療資源の利用を抑制できると
考えられます。基礎自治体は自らの負担が増加
することは避けたいので，医療サービスの利用
を抑制するような努力を行うだろうということ
ですね。
　しかし，そのような仕組みが持つ弊害や副作
用を考えると，今後は，モラルハザードの抑制
は，医療保険や医療サービスの提供に基礎自治
体を介在させることによってではなく，保険者，
被保険者，サービス提供者の間の契約を通じて
行うのがよいのではないかと考えるのです。そ
のような仕組みとしていくことが地方の再生に
もつながると考えています。診療報酬では賄え
ない部分を国からの補助金で賄えれば，それは
それで良いのではないかとの考え方もあるかも
しれませんが，補助金という仕組みが入ってく
ることで，様々な問題が起こってきます。
　補助金制度が具体的にどうなっているかとい
うと，地方公営企業法施行令において，自治体
は一般会計から「公立病院」に繰り出し金を計
上することができ，現在その繰り出し金が地方
交付税等において考慮されることになっている
のです。つまり「公立病院」を作り，そこに
「不採算医療」を行わせて，それに対して国が
補助をすることで先ほどの問題を解決しようと
しているのが，日本の医療サービス提供の仕組
みなのです。
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　結果的に公立病院に対して補助が行われる仕
組みがあるわけですが，補助がきてもなお
3 / 4 ほどの公立病院が赤字で，累積欠損額金
は 2兆円ぐらいあります。ちょっと古いデータ
で恐縮ですが，そのような実態があることを，

【スライド21】は示しています。
　もちろん，公立病院の経営やガバナンスが甘
いことが，公立病院の赤字の基本的な原因との
指摘もたくさんあります。確かに経営がきちん
と出来ていない公立病院がたくさんあるので，
それが最も重要な理由という気もします。ただ，
その一方で，そもそも，なぜ「公立病院」が存
在しているのかという問題を考え始めると，上
記のような診療報酬構造の不完全性のために不
採算医療の問題が生まれ，それを公立病院への
補助金という形で解消しようとしているという
仕組みが，「公立病院」の存在を求めることに
なっているという構造にぶつかるのです。そし
て，そのような構造の上で，補助が与えられる
公立病院の経営が甘くなってしまうという問題
が起こっていると考えられます。
　したがって，真の問題は，「公立病院」の存
在を求める社会保障制度の不備にあると考えて
います。「公立病院」が必要なければ，そもそ
も「公立病院」の経営の問題は重要でなくなる
のですから。そして，公立病院が必要とされる
理由の一つは，現在の診療報酬の仕組みの下で
不採算医療が生まれることにありますので，真
の解決策は，不採算医療が起こらないように，
平均費用が賄われる診療報酬体系にするという
ことです。
　そうなっていないのはなぜかというと，平均
費用が賄われるような診療報酬体系にすると，
医療サービスが高コストになっても財源保障が
行われるということですので，医療サービスの
提供者がコストを削減する努力を怠るモラルハ
ザードの問題が起こるからだと考えられます。
そこで，公立病院の設置者である自治体に，赤
字の少なくとも一部を担わせるような構造を
作っておくことで，このモラルハザードの問題

を抑制できるのではないかという考え方が，自
治体が医療サービスの供給に関わる理由の 1つ
になっていると思っています。
　ところが，よくよく考えてみると，このモラ
ルハザード問題は典型的な平均費用価格規制の
問題です。費用に見合うだけの収入を与えてし
まうと，コスト削減を怠るというモラルハザー
ド行動が起こるという問題ですね。これに対し
て経済学は何と言っているかというと，適切な
価格を設定して，事業者に対してインセンティ
ブ規制を行うことが望ましいということです。
　そのようなインセンティブ規制を病院に対し
て行うことが，望まれる改革だと私は考えてい
ます。平均費用に見合う支払いを行うことで，
モラルハザードの問題が確かに起こりやすくな
ります。しかし，その問題を緩和するために自
治体を介入させるのではなく，むしろ国が社会
保障制度の中で診療報酬をきちんと設定し，病
院に対するインセンティブ規制を設けることで，
病院と保険者の関係，そして保険者と被保険者
の関係の中で，問題を改善することができると
いうことです。自治体そして補助金を通じて問
題を改善することは，様々な弊害を生むため，
望ましい改善方法ではないと考えています。
　例えば，ヤードスティック競争のように，類
似する地域の病院の平均費用を計算して診療報
酬を設定することで，病院が努力して平均費用
を引き下げるインセンティブが生まれますので，
様々な効率化のための努力が期待されます。も
ちろん，完璧な制度設計を行うことは難しいと
は思いますが，例えば介護保険などでは事業者
への支払いを地域ごとに変えているのですから，
制度的にはそれほど難しいことではないと考え
ています。
　このような改善案のイメージを図であらわし
たのが【スライド22】です。今までの仕組み
が左側の図です。ここでは事業として「病院事
業」を考えるわけですが，この事業は，現在の
診療報酬制度の下では不採算事業となりやすい
ので，国が補助金を出すから自治体でしっかり
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モニタリングしながら行って下さいという仕組
みになっています。こうすると，国から自治体
への補助金と自治体から病院への補助金という
2重の構造が生まれます。
　そうではなく，保険者となる国が，サービス
提供者である病院との直接契約の中でモラルハ
ザード問題を改善するメカニズムを導入すれば，
自治体に対する交付金をなくすことができる。
その方が，医療保険およびサービス供給の仕組
みとしても，地方財政の仕組みとしてもクリア
となり，効率化が図られることになるのではな
いかと考えています。
　注意していただきたいのは，私は公立病院を
無くすべきだと言っているわけではないという
ことです。公立病院を作らなくても，最低限度
の医療サービスが提供される仕組みにすべきで
あるということを申し上げているだけです。公
立病院の方が，よりよい医療サービスが提供し
てくれるという住民の判断があれば，公立病院
を残してもらっても構わないと思います。重要
なのは，過疎地域でも，割高になりやすい費用
を賄えるだけの診療報酬が与えられる仕組みと
することで，民間の医療機関でも適切な医療
サービスを提供できるような環境が整えるとい
うことです。それによって，公立病院に依存す
る必要がなくなるため，過疎地域の病院そして
自治体の財政状況が改善されることが期待され
るのです。

　⑶　社会保障制度改革と「地方の再生」
　これまでの議論を，「地方の再生」に関する
議論との関連で簡単にまとめておきます。ポイ
ントとなるのは次の点です。保険に関しては全
国的な保険の仕組みとし，サービス供給に関し
ては自治体の負担にならないように，保険者が
最低限必要なサービスの平均費用を賄える制度
を整備することが望ましいということです。
　そのような制度が整備されると，高齢者を初
めとする福祉サービス受給者の存在，そして地
域における福祉サービスの拡大は，基礎自治体

の負担にはならなくなっていきます。これまで
の制度の下では，高齢者が増えれば増えるほど，
自治体の負担も増加する構造がありましたので，
高齢者は，言葉は悪いのですが「お荷物」と
なっていました。ですから自治体も病院を充実
させたいけれど，財政面で制約がかかってくる
という構造があったわけです。もちろん，その
ような制約こそ，過剰なサービス利用を抑制す
る仕組みと考えられてきたのですが，自治体の
自立と地域経済の再生を阻むという副作用も
持ってしまったと考えられます。
　先ほど申し上げた私の提案は，基本的に社会
保障制度と自治体財政を切り離しましょうとい
う提案です。過剰なサービス利用を抑制すると
いう観点からは，そのような改革は非常に怖い
気もします。自治体が，地域の高齢者のために，
どんどん福祉サービスの拡大に励むようになり，
社会保障関係費がどんどん膨らんでいくと感じ
られるからです。
　その懸念に対しては，そのようなモラルハ
ザード行動は，保険者である国が病院および被
保険者との契約の中で適切なインセンティブを
与える仕組みを整えることで，解決していくべ
きであるという考え方を提示したところです。
そのような仕組みを適切に設計するには，それ
なりの費用が必要だと思いますが，現在の仕組
みが持つ弊害や副作用が緩和され，「地方の再
生」に貢献する可能性が高いことを考えると，
十分検討に値する改革案と考えているわけです。
　具体的に，「地方の再生」に関して，どのよ
うな期待ができるかというと，まず，良質な医
療や介護サービスを安価に提供できる地域に事
業所が参入することで，福祉サービスを地域の
重要な産業として位置付ける地方が現れること
が期待されます。これまでの仕組みの下では，
財政面での負担のゆえに，そのような動きは抑
制されてきたのですが，逆に，福祉サービスの
拡大が望ましいと考えられる地方で，福祉サー
ビスの拡大が抑制され，結果的に過疎化がさら
に進行するということが起こってきた可能性が



― 287 ―

あるのではないかと考えています【スライド
23】。
　確かに一時的には福祉サービスを地域の重要
な産業として位置付ける自治体が数多く現れ，
過剰な資源投資が行われる可能性もあります。
しかし，サービス市場への自治体の介入を極力
制限するとともに，病院や被保険者の過剰な資
源利用を抑制するメカニズムを作ることで，過
剰な資源利用はコントロール可能であると考え
ています【スライド26】。
　むしろ地域住民の福祉サービスを維持するた
めの資源が過疎の地方でも確保されることにな
りますので，福祉サービスの主たる提供者であ
る若者も地方に定住あるいは移住し，地方が再
生する可能性が生まれるのではないかと考えて
います。
　この点については，【スライド27】の図が示
唆的です。この図は，高齢化率が高い都道府県
では，医療・福祉従事者の割合が高くなってい
ることを示しています。これは，高齢化が進ん
でいる地域では，【スライド24】で見ていただ
いたような所得面だけでなく，雇用面でも社会
保障が非常に重要なサービス産業になっており，
社会保障制度が適正化されることで，若い人た
ちがサービス提供者として高齢者のいる地方に
定住あるいは移り住み，地域の再生が図られる
ことが期待されます。
　そして，そのような現象が起これば，さらな
る副次的効果も期待されます。例えば，若い人
たちが福祉の仕事をしながら，都会ではなく地
方に住むようになれば，地方では保育所などに
も余裕がありますので，都市部での待機児童の
問題なども緩和され，地方でも都市部でも出生
率の改善が起こることが期待されます。また，
若者が生活費の安い地方に住むことで若者の貧
困の問題が緩和されたり，若い人たちが来るこ
とで地方の自治体財政の改善が起こるといった
ことも期待されます【スライド28】。
　そのような副次的効果について考えてみると，
現在の社会保障制度は，地方における雇用機会

の創出を結果的に阻むことで，少子化問題，貧
困問題，地方の財政問題などを悪化させる制度
となっていると考えることができるかもしれま
せん。社会保障制度を見直し，自治体に保険事
業や福祉サービス提供の役割を担わせないこと
で，むしろ地方が再生するチャンスがあるので
はないかと考えています。
　このように，地方において福祉サービスの維
持・拡充が図られる制度改革は，公共投資によ
る一時的な地域の景気拡大策とは異なり，急速
に高齢化が進行する過疎の地方においてこそ，
持続的なメリットが生まれる改革であり，持続
可能な地方再生の切り札になるのではないかと
考えています。

4－ 2 ．地方分権や補助金等の在り方の見直し
　補助金についても，社会保障制度の仕組みの
見直しと同じような発想で考えていくのですが，
時間がなくなってきましたので，ポイントだけ
お話させていただきます。地方の交付税を通じ
た再分配の仕組みについては，その歴史的意義
や公平性の観点からの意義は理解できるのです
が，それが「ただ乗り」を許容する仕組みであ
ることには十分な注意が必要だと考えています。
つまり，豊かな地域が生み出す財源にただ乗り
することで，自分たちの財政が賄えるという仕
組みの下では，自立のための十分な努力が行わ
れにくくなり，それが地方の疲弊の一因になっ
ていると考えられます【スライド29】。
　公平性を確保しようとする制度が，副作用と
して非効率性を生みやすいことはよく知られて
います。補助金制度を見直して，できるだけ効
率的な公平性の確保を目指すことが重要です。
もちろん，地域間の再分配の仕組みである交付
金制度を即刻なくし，交付金をゼロにすべきで
あると主張するわけではないのですが，長期的
にはそれを目指す改革を行うべきだと考えてい
ます。交付金制度を廃止することは長期的には
1つの理想だと考えています【スライド30】。
　交付金が必要とされるのは，自治体の歳出と
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められることになります。
　その意味では，「最低限度の公共サービス」
に関して，基礎自治体に求められる役割は，そ
れほど大きくないという役割分担を想定してい
ます。また，例えば教育のように基礎自治体が
外部性を持つ公共サービスを提供する場合，そ
の恩恵を受ける地域が支払う応分の負担は基礎
自治体の自主財源と考えてよいと思います。例
えば，国や都道府県からのいわゆる「支出金」
については，再分配を目的とした補助金とは異
なり，自主財源の一部と考えてよいと考えてい
ます。
　それでも，自主財源の少ない過疎地域では，
最低限度の公共サービスさえ賄えないところも
出てくることが予想されます。その場合には，
歳出の決定権を上位政府である都道府県に委譲
することになります。権限を委譲された都道府
県もまた自主財源で賄える範囲で，最低限度の
公共サービスが域内の各地域で確保されるよう
に取り組みます。
　ここでポイントとなるのは，自主財源が少な
い地域では最低限度のサービスしか提供されな
いという点です。充実したサービス供給が行わ
れるのであれば，基礎自治体は上位政府に「た
だ乗り」するインセンティブを持ってしまい，
現在の制度とあまり変わらなくなってしまうか
らです。逆に言えば，最低限度の公共サービス
しか提供されない場合，それを嫌がる基礎自治
体は，自主財源を増やす努力や近隣の自治体と
の合併といった取り組みを行い始めることが考
えられます。そして，このような仕組みの下で，
どうしても最低限度のサービスが提供されない
地域が生まれた場合，最後は国がサービス提供
を行うという仕組みとすることを考えています。
　このような仕組みの根幹にある考え方は，財
源がプールされ，歳入が少ない地域に配分され
ることで生まれる「ただ乗り問題」を可能な限
り回避するべく，自治体の自主財源と歳出が一
致することを前提とした財政制度とした方がよ
いという考え方です。広域的な事業が望ましい

自治体の自主財源が異なるからです。一般に，
自治体の自主財源と歳出のどちらをコントロー
ルしやすいかと言えば，歳出の方だと考えられ
ますので，交付金をゼロにするということは，
自主財源を所与として自治体に歳出をコント
ロールしてもらうということを意味します。
　これは，昔から言われている「入るを量りて
出ずるを制す」，つまり収入を見て，それに応
じて支出を決めるという原則に対応します。私
は，この原則が，やはり地方自治あるいは地方
分権の望ましい有り様ではないかと考えていま
す。そして，この原則を基本とすれば，地方交
付税は必要なくなります【スライド31】。
　現在の交付金制度は，「出ずるを量りて入る
を制す」という全く逆の考え方に基づいていま
す。つまり基礎自治体が担うべき役割と歳出が
あらかじめ特定され，その支出に足りない分は
国が補助するというのが，現在の交付金の仕組
みになっているわけです。その意味で，「出ず
る」が最初にあって，「入る」ところをコント
ロールするという構造になっている。そのよう
な仕組みが本当に望ましいのかと考えると，や
はり問題の多い仕組みであると考えられます。
　それでは，「入るを量りて出ずるを制す」と
いう基本原則に則った仕組みを具体的にどのよ
うに設計したらよいのでしょうか。理論的には，
私の答えは単純です。各自治体は自主財源で賄
える分しか役割を担えないという仕組みにする
というものです。ここで注意していただきたい
のは，すでにお話ししたように，私は社会保障
という「最低限度の公共サービス」の確保につ
いては，基本的に国の役割と考えているという
ことです。
　また，基幹となる道路や河川の整備あるいは
高等教育など，規模の経済性や外部性の大きい
公共サービスについては都道府県の役割とする
ことも望ましいと考えています。このように，
国や都道府県が提供した方がよい公共サービス
についてはあらかじめ所与とした上で，それら
以外の公共サービスの供給が基礎自治体には求
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核市，特例市など自治体の規模等によって担え
る役割をきめ細かく変えていくという近年の改
革の方向性は，私が考えている改革の方向性に
近いものです。このような改革を，さらに規模
の小さい自治体に関しても行っていくことが，
具体的な制度改革になると思います。
　なお，このような改革の方向性に関して気に
なるのは，「地方分権」の流れに逆行する改革
ではないかという点です。様々な公共サービス
の提供を，どんどん基礎自治体に任せていくこ
とを「分権化」と言うのであれば，私の案は明
らかに「分権化」に逆行していると思います。
分権化に関する理論の紹介の中でお話させてい
ただいたように，何でもかんでも基礎自治体に
任せるということが望ましいとは考えていませ
ん。公共サービスの特徴に応じて，それぞれの
レベルの政府に一定の役割があります。
　望ましい地方分権化とは，都道府県あるいは
基礎自治体が決定権限を持つことが望ましいと
考えられる公共サービスの供給については，そ
れを担うことが望ましい地方政府に任せて行き
ましょうということだと思います。その意味で
は，基礎自治体のみならず都道府県に対して国
から権限の委譲が行われることも，地方分権と
考える方がよいと考えています。
　そのような地方分権については，私も大いに
賛成ですが，その検討においては，例えば，社
会保険についてはやはり国が責任を持つことが
望ましいという議論があってもよいのではない
でしょうか。その意味では，分権化を望ましい
ものとして分権化を進めていくのではなく，望
ましい分権社会を模索しながら分権化を進めて
いくということが重要ではないかと思います。

5．ま と め

　本日は，まず前半で，財政制度を通じた地域
経済の疲弊というのが，実際には起こっていた
と考えられるということをお話しました。
　後半では，そのような「財政制度と地域経済

場合には，国，道州，都道府県などが実施する。
そして，自治体は自主財源を用いて，基礎的な
公共サービスの供給から始めて，最低限での
サービス供給が行われない場合には上位政府が
現物給付するという仕組みが，「ただ乗り」の
非効率性を抑制しながら，効率的に公平性を確
保する制度にはなっていくのではないかと考え
ています。
　もちろん，このような改革案以外にも，現在
の地方財政の問題を改善する仕組みを色々と考
えることはできると思います。例えば，住民 1
人当りの歳入が同じになるように交付金を与え
て，あとは基礎自治体に任せるといった仕組み
でも，現在の補助制度が持つ非効率性を緩和す
ることができると思われます。特に，地域が持
つ潜在力は実際には異なっているため，どんな
に努力しても自主財源だけでは最低限の公共
サービスを確保することが難しい地域もあるこ
と考えると，補助金を通じて一定水準の歳入を
与えることは必要ではないかとも思われます。
　しかしながら，そのような仕組みの下では，
補助金を通じて自治体の財源が保障されるがゆ
えに，地域が持つ潜在力を最大限活かして財源
を生み出そうとする本気の努力がやはり生まれ
にくくなるという構造が残ってしまうと思いま
す。各地域の限られた資源を最大限に活かす努
力を促す仕組みは，確かに厳しい制度と言える
かもしれません。しかし，これまで活用されて
こなかった地域の資源を見いだす努力の中で，
地域の人々のつながりや魅力が高まる可能性も
あると思います。ただ，そのような地域の魅力
は，住民だけで発見することが難しい場合もあ
りますので，国や都道府県が，補助金ではなく，
知的支援や人的支援を行うことも望ましいと思
われます。
　自主財源に応じて各自治体の責任の範囲を定
めるという仕組みは，制度的には複雑になる可
能性があります。したがって，理論的に望まし
い制度を完全に導入することは難しいと思いま
す。しかしながら，例えば，政令指定都市，中
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の相互依存関係」を踏まえると，財政制度を通
じた地域経済の再生が可能となるのではないか
というお話しをさせていただきました。具体的
には社会保障制度を全国一律の制度とすること
が合理的であるのみならず，その結果，過疎地
等でも高齢者はお荷物ではなくなり，福祉サー
ビス産業が成長し，労働力として若者が流入す
ることで，地域経済の持続的な再生が図られる
チャンスになるのではないかということをお話
させていただきました。そして，そのような改
革によって，基礎自治体が担わなければならな
い役割や歳出は低下し，財政格差も縮小するの
ではないかと考えています。
　そのような社会保障制度改革を前提とすれば，
基礎自治体には自主財源に応じた歳出・事業の
みを認め，それで賄えない最低限度の公共サー
ビスについては上位政府に決定権限を委譲する
ということが，交付金制度を大幅に縮小させ，
地方が本気で地方の再生に取り組むきっかけに
なるのではないかと考えています。よりよい公
共サービスを確保するために，自治体や住民が
自主財源を増やす努力を本気で行うことが期待
されます。そして，その結果として地域の再生
が図られる可能性も生まれるのではないでしょ
うか。
　地域経済の問題は，人々の生活と大きく関わ
るものですので，非常に重要な政策課題だと考
えています。その改善策を考える上では，公共
事業による地域経済の活性化といった発想では
なく，社会保障制度や交付税交付金制度といっ
た財政制度と地域経済の密接な関係に注目した
制度改革を行うことで，地域経済の持続的な再
生を目指すことが重要と考えています。このこ
とが，本日最もお話したかったことです。あり
がとうございました。

追記：本稿は平成22年 3 月 4 日に行われた報
告を，当日いただいた質問およびコメントへの
回答も一部報告の内容に織り込む形で再構成し
たものです。質問およびコメントをして下さっ
た参加者の方々にあらためて感謝いたします。
なお，今回の報告の基礎となる研究の一部は，
「税と社会保障の一体的改革─格差問題と国
際化への対応」と題する科研プロジェクトの成
果であり，下記の参考文献も参考にしていただ
けますと幸いです。

〈参考文献〉
山重 慎二「家族および地域共同体の機能と政府の
役割─日本型福祉社会の経済学的分析」『一
橋論叢』第120 巻第 6号，38-62頁，1999年。

山重 慎二「日本の社会経済構造と税制─20世紀
の回顧と21世紀の展望」『一橋大学研究年報 
経済学研究』2001年。

山重 慎二「税制と社会保障制度の一体改革による
格差問題への対応─均等化政策から潜在力
支援型底上げ政策へ」貝塚啓明・財務省財務
総合政策研究所 ［編著］『経済格差の研究─
日本の分配構造を読み解く』（第 9章）中央経
済社，2006年。

山重 慎二「地域社会の構造変化と政策的対応～活
性化から調和社会の創造支援へ」樋口美雄・
財務省財務総合政策研究所 ［編著］『人口減少
社会の家族と地域』（第12章）日本評論社，
2008年。

山重 慎二「少子化対策の経済学─戦略的制度設
計」『租税研究』715号，2009年 5 月。

山重 慎二「地域経済と社会保障」宮島洋・西村周
三・京極髙宣［編］『社会保障と経済社会：第
2巻「財政と所得保障」』東京大学出版会，
2009年。
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　　はしがき　　本稿は，平成22年 4 月 8 日開
催の財政経済研究会における，嘉悦大学経営経
済学部専任講師 和泉徹彦氏の『子持ち既婚女
性が支持する少子化対策』と題する講演内容を
とりまとめたものである。

1．はじめに

　少子化対策が役に立っているのか立っていな
いのかといったときに，そもそも少子化対策と
は何だろうか。女性が子育てしながら働く就労
環境の問題，保育所に希望しても入れない待機
児童の問題，あるいは教育費負担の問題が少子
化を起こしているのだから，これらの問題を解
決することが一般的には少子化対策なのだと言
われる。そのために育児休業を確立しよう，保
育所を増やそう，高校授業料を無償化しようと
いった数多くの施策が打ち出されてきた。
　既に子育てを終えた世代であっても少子化対
策には関心を持って欲しい。子育てをする家族
や地域社会の環境は大きく様変わりしている。
孫育ての意味での少子化対策は続いている。皮
肉のように聞こえるかもしれないが，高齢期の
生活を安定させてくれる公的年金制度が整備さ
れた国では保険料を拠出してくれる若い世代が
公共財になっているとの議論すらある。他人の
子どもが自分の年金を支えてくれるので自分の
子どもを持つ必要が無く，放置しておくと少子

化が進行するという説である。将来の安定のた
めに子どもに頼る必要は無くなったという意味
である。公共財は国家の介入無しにはフリーラ
イド（ただのり）可能で過小供給に陥る性質を
持つ。ただ，子どもを持つよう国家が義務とし
て強制するには馴染まない。子どもを生み育て
たい個人の希望がかなえらえるように支援する
のが少子化対策の分際だろう。
　数ある少子化対策の中で何が有効か，誰がそ
れを知っているのだろうか。本稿では実際に子
どもを育てている女性，特に第 2子，第 3子を
生む可能性のある子持ち既婚女性にターゲット
を絞った。少子化対策が最も効果的に働くと考
えられる子持ち既婚女性（20～44歳）を対象に
⑴　将来持ちたい子どもの数と現実格差の実
態把握
⑵　出産育児支援環境整備への選好
⑶　就労継続支援施策への選好
⑷　予算制約付き施策選択
を明らかにし，少子化対策の優先順位を提案す
ることを目的と定めた。
　少子化対策メニューを個別に支持を尋ねれば，
結果として総花的なフルコースメニューになる
のは当然のことである。今回は優先順位につい
ても調べており，有効性が高いと支持された施
策の取りかかる順番も示唆する結果となってい
る。
　少子化原因の一つとして，晩婚化が挙げられ
る。特に女性の場合には，第 1子出産年齢が

子持ち既婚女性が支持する少子化対策

嘉悦大学経営経済学部専任講師 和泉徹彦
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埼玉県の 4県，中部圏は愛知県，三重県，岐阜
県の 3県，京阪神は京都府，大阪府，兵庫県の
3府県，そして南九州に関しては鹿児島県，熊
本県，宮崎県の 3県を含めて対象地域に指定し
た。インターネット調査モニターに属性でフィ
ルターをかけて，各地域ブロックで予定サンプ
ル数が集まった時点で終わるという打ち止め形
式での回収方法を採用した。合計3000サンプル
を回収しているが，各地域ブロックさらに年齢
階層によるばらつきがあるため重み付け処理
（文末注）を行って集計分析を行った。

3．日本における少子化の状況

　女性が一生のうちに生む子どもの数を合計特
殊出生率と呼び，2008年時点での日本の人口が
減りもしないし増えもしない人口定常に見合う
合計特殊出生率は2.07である。死産の割合が高
かったり，子どもの志望リスクが高かったりす
る国の場合には合計特殊出生率がもっと高くな
いと人口定常は保てない。日本には医療水準含
めて子どもが健全に育つ環境があるため，2.07
人生まれると人口定常となる。
　それでは実際の2008年時点での合計特殊出生
率，女性が一生のうちに生む子どもの数を見る
と1.37である。2003年に1.29ショックと呼ばれ
た状況からは多少改善してきているが，このま
までは人口が減って少子化が進んでいく傾向と
なっている。

2 , 3 子を生むかどうかの事実上の制約になっ
ている。地方自治体によってはお見合いパー
ティを開催して若者世代の晩婚化を食い止めよ
うとする少子化対策も実施している。子育ての
イメージが無い結婚していない人たちに少子化
対策の有効性を尋ねるよりも，実際に子育てを
経験している人たちに 2人目， 3人目を育てる
上で必要な子育て支援を尋ねた方が明確になる，
これは本研究の着眼点であった。
　30代後半の団塊ジュニア世代には，周りが結
婚していくのを見て何となく乗り遅れたくなく
て一緒に結婚するような人たちもいる。周りで
子育てをしている人たちが多くなればなるほど，
子どもを持つことに消極的だった人たちが積極
的に変わる瞬間があるのかと考えている。その
気になった子育て適齢世代を逃さない支援の意
味で，少子化対策の拡充は待ったなしである。

2．「少子化対策に関する調査」実施 
概要

　この調査は日本社会事業大学共同研究プロ
ジェクト（大橋謙策教授・丸尾直美客員教授）
における分担研究として実施されたものである。
本稿における分析及び考察は筆者の責において
執筆されている（図表 1）。
　調査手法についていくつか説明しておきたい。
調査対象地域は 4つの地域ブロックからなって
いる。首都圏には神奈川県，東京都，千葉県，

実施期間  2009年 3 月25～27日 

調査対象  首都圏，中京圏，京阪神，南九州在住 
子ども有り女性（20～44歳） 

サンプル数 首都圏1,500，中京圏500，京阪神500，南九州500 
（合計）3,000

委託先  楽天リサーチ株式会社 

　図表 1：　「少子化対策に関する調査」実施概要
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改善した。第 2次ベビーブーマーの1971～1974
年生まれの団塊ジュニア世代が子どもを育て始
めたのが，この回復の理由である。団塊ジュニ
ア世代が子育て期間を終わってしまえばボ
リュームゾーンが無くなるので，あと 5年くら
いが少子化対策のリミットになる。 5年以内に
2人目，或いは 3人目といった子どもを育て始
めないと，この出生率の低下には歯止めが効か
なくなると予想される。
　出生率を都道府県別に見てみると地域格差が
存在する。かつて沖縄県は出生率が高くて子ど
もが多いと言われてきた。その沖縄県でさえ，
現在は 2を下回って1.78といった出生率になっ
ている。出生率最低は東京都の1.09で，1.0を割
るかという時期もあったのだが，多少持ち直し
ている。出生率最低水準のグループには北海道，
京都府も含まれる。太平洋ベルトにかかる首都

　少子化の原因として冒頭にもいくつかの問題
を挙げた。晩婚化，保育所不足，教育費の不安，
あるいは漠然とした社会不安であまり子育てに
適した社会環境ではないと考える人もいる。ま
た，産婦人科医が減って出産できる病院が少な
くなった，小児科救急が近所にない，子どもを
育てる中ですぐに医療に頼れないといった医療
体制の不安もある。さまざまな要因が絡み合っ
て，少子化が起こっていると考えられる。
　図表 2は，出生数と合計特殊出生率を明治の
時代から現在まで示したものである。一般には
第二次大戦後の第 1次ベビーブームから描かれ
ることの多いグラフであるが，明治から見ても
団塊の世代がやはり一番のピークであって，第
2次ベビーブームの団塊ジュニア世代に，もう
一つの山がある。
　合計特殊出生率を見ると2008年の1.37は少し

　図表 2：　出生数及び合計特殊出生率の年次推移

厚生労働省『平成22年　我が国の人口動態』 
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ない，結婚できないのではないかと言われてお
り，日本の事情と共通性が見いだせる。このグ
ループの出生率が1.37で並んでいるのは興味深
い。
　このように先進国の中でもある程度少子化の
歯止めが効いたと思わせるような国と，ある程
度低位に沈んでおり浮上が期待できるか心配す
る国とに分かれつつあるのではないかという対
照的な比較がなされている。

4．第 3 子を生む母親の年齢とは

　図表 4の出生順位別に見た母親の平均年齢と
は，第 1子つまり初産の平均年齢，そして第 2
子，第 3子を生んだ平均年齢を示している。最
初に子どもを生んだ年齢が次の第 2子，第 3子
の年齢につながっていくので，少子化に歯止め
をかけるためにはこの年齢までに生めるように
目標を定めるか，平均年齢が高くても生めるよ
うに環境整備や支援を行うことになる。年次推
移を見ると1975年から2008年まで第 1子の出産
年齢は 4歳上がってきている。

圏，中京圏，京阪神は総じて低い出生率となっ
ている。
　一方で出生率が1.5を超えていて子育て意欲
が高い地域もあって，山陰地方や南九州が該当
する。鹿児島県，宮崎県，熊本県を含む南九州
ブロックを調査対象にしたのは高い出生率に注
目したためである。
　参考までに出生率の国際比較を示したのが図
表 3である。他の先進国でも少子化は進んでお
り 2を超えているような国はほとんど見かけな
い。アメリカは例外的に移民の出生力に助けら
れて 2を超えている。
　フランス，そしてスウェーデンなど北欧の
国々も， 2に近いところまで上げてきていて，
就労継続できるような施策，あるいは家族手当
のような形の施策が功を奏しているのではない
だろうか。
　ヨーロッパの中で日本と同じグループだと見
なされているのは，イタリア，ドイツである。
特にドイツは専業主婦モデルというライフスタ
イルが日本と似通っているとされ，イタリアは
家族のきずなが強いあまりなかなか男が結婚し
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厚生労働省『平成22年　我が国の人口動態』
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間2.15年という数字である。以前の1.61年より
は長くなってきたが，結婚すればほぼ 1年半ま
での間に妊娠をして 2年ほどで出産している状
況がある。ただし，これは子どもが生まれた夫
婦に限った状況であって，一人も生まない，授
からないというケースは除外されることになる。
　日本の少子化状況を将来推計人口から見た場
合，希望する子どもの数が最高までかなえられ
たケースの出生率は，2040年までに1.75，その
先の2055年時点で1.76という高位推計がある。
さらに，中位推計では団塊ジュニア世代が子育
て期間を終わってしまった後から出生率が下
がっていって，1.25（2040年），1.26（2055年）
と推計される。

5．年齢階級別・地域ブロック別 
子ども数

　ここからは調査結果を使って，子持ちの既婚
の女性が育てている実際の人数と希望の子ども
数について年齢階級別と地域分布別に実態を把
握する。図表 5にある 2本並んだバーの右側が
希望の子ども数で，左側のバーが実際の子ども
の数の平均を示している。平均だけでみると属
性内のばらつきが見えにくくなるが，年齢が上
がるにつれて実際と希望の差は縮まる。
　注目したいのは 1人以上子どもを育てている
人に希望の子ども数を聞くと 2人以上育てたい
という結果が出てくるところである。しかし，
実際の子ども数は40代前半まできても 2には達
せず，将来人口推計の希望が全部かなえられた
1.75に近いところで止まってしまう結果となっ
ている。首都圏，中京圏，京阪神，南九州とい
う地域ブロック別で見ると，首都圏は実際の子
ども数と希望の子どもの数は両方とも高くない。
中京圏，京阪神は似たような数字で，対照群と
して調査対象にしただけに南九州の数字は上
がっている。
　全体の平均で見ると，実際の子どもの人数は
平均1.67人，希望する子どもの人数の平均は

　日本では慣習的に結婚と出産はとても密接な
関係にあって，結婚年齢が遅くなればなるほど
第 1子の出産年齢が遅くなってくる。フランス
やスウェーデンのように結婚制度が特に出産に
対して大きな制約にならない，家族手当の支給
の条件にはなっていない国々では，結婚と出産
を絡める必要はない。日本の場合には伝統的に
絡んでいるので，晩婚化が即少子化につながっ
ていく結果になっている。これが非嫡出子（婚
外子）を認めるべきか否かという戸籍制度の話
に行ってしまうのはこじつけた議論であって，
生まれてくる子どもと育てる親を支援する施策
を実施すれば良いことである。
　第 3子を生んでいる母親の平均年齢は33歳で
あるが，周囲であまり見かけない。つまり第 3
子を生んでいる少数の母親の平均年齢が示され
ているのである。さらに40代を過ぎてしまうと，
妊娠したとしてももう育てる気はないので中絶
するという形の数字になっている。一方で子ど
もが欲しいのに授からないため自費負担の不妊
治療を続ける夫婦もあるといった複雑な状況に
なっている。
　再び結婚と出産の関連で言うと，結婚 1年目
に子どもが生まれた 6割程度の夫婦が 6カ月以
内に出産している。結婚する人の半分は「でき
ちゃった婚」あるいは「授かり婚」と感覚的に
言われるのも数字で裏付けられており，半分で
はないものの 3分の 1程度は妊娠がわかって出
産することを前提に結婚していることが明らか
になっている。
　結婚と出産が必ず密接に結び付いていると見
えるのが，第 1子が生まれるまでの平均同居期

1975年 2008年
第 1子 25.5歳 29.5歳
第 2子 28.0歳 31.6歳
第 3子 30.3歳 33.0歳

　図表 4：　出生順位別にみた母親の平均年齢

厚生労働省『平成22年　我が国の人口動態』より筆者作成
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いて誰でも入れる状態であるのに，南九州では
女性の就労意欲も高くて保育所利用ニーズが高
くなり，都市部との対照が出にくかったことで
ある。

7．出産前の環境整備に関する少子化
対策 

　既に実施されている施策，未だ実施されてい
ない施策をとりまぜながら，出産前の環境整備
に関連する少子化対策を第一カテゴリにして，
その有効性について回答を求めた。その施策と
反応を図表 6にまとめた。
　大いに有効だと反応を示したのは，特に産
科・小児科を増やして不安を無くすところであ
る。都市部で産婦人科が明らかに減っていて，
病院の中でもお産ができる，できない，あるい
は 6カ月前に予約してくださいというのが当た
り前の状況が知られている。身近な知り合いが
まさにそういう苦境にあるといった結果が反映
されたのではないだろうか。
　出産，その直後というのはかなり費用がかか
るということを意識した現金給付に対する選好
が示されている。
　障害児が生まれたときも社会が全面的に支援
することへの支持も高く，高齢出産が増えてく

2.24人，差分では0.58人分となっている。差分
については，これから将来埋めていく，現時点
での少子化改善余地ということになる。

6．母親の就労状況と子ども数

　母親の就労状況と子どもの数にどのような因
果関係があるかについては，子持ち既婚女性の
回答からは違いを数字で裏付けることができな
かった。
　設問では，経営者・役員，正社員・正職員，
契約社員・嘱託社員，派遣社員，パート・アル
バイト，自営業，無職といった属性で就労状況
を聞いてみた。経営者はごくわずかであったの
と，契約社員・嘱託社員，派遣社員という形態
はあまり多くなかった。専業主婦を含む無職と
いう人たちが 6割で，就労している人たちは 4
割程度と。その中でも正社員の人は 1割，パー
ト・アルバイトが 2割であった。
　このような就労状況で，専業主婦と正社員を
比較しても実際の子ども数，希望する子ども数
ともに大きな差異は認められなかった。
　地域ブロック別の比較として，都市部と南九
州を対照群に設定した。これは南九州が際立っ
て出生率が高い「地方」だったからだ。誤算
だったのは，地方の多くは保育所定員が余って

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

20-24 25-29 30-34 35-39 40-44

図表 5：　年齢階級別・地域ブロック別子ども数
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保育の充実など，職場に女性が復帰できるため
の支援が支持を集めている。

9．少子化対策支持率ランキング

　出産前の環境整備にかかる第一カテゴリ，出
産後の支援施策にかかる第二カテゴリの施策を
混ぜた上で順位付けをして回答してもらった結
果を重み付けで集計したトップ 3の施策は次の
通りである。
⑴　保育所を希望者が必ず利用できるように
定員を増やす。
⑵　出産時に健康保険から給付される出産一
時金38万円を60万円に増やし， 出産前に受
け取れるようにする。
⑶　産科・小児科医を増やし，治療・出産の
不安をなくす。

　一番に挙がっているのが，やはり定員を増や

ることによって障害児が生まれるリスクという
のは高まることが背景になっている。それを親
だけの責任にするのではなくて，社会全体で見
てほしいという親たちの願いの表れで支持が高
まっていると考えられる。

8．出産後の支援に関する少子化対策

　生まれてから後の施策について第二カテゴリ
として挙げて，その有効性について回答を求め
た。その施策と反応を図表 7にまとめた。
　断トツで支持を集めたのが保育所で，まず保
育所を希望どおりに利用できるようにしてほし
いというところが一番になっている。次に，子
ども手当支持と理解することができるのかもし
れないが，現金給付には高い支持が集まった。
そして，保育所のニーズのところで，利用時間
や形態の弾力化が含まれている。保育所や学童

　 育児休暇を
分割して必
要に応じて
とれるよう
にする。

残業を原則
としてなく
し、特に妊
娠中や乳幼
児を持つ母
親の労働時
間を短くす
る。

産科・小児
科医を増や
し、治療・
出産の不安
をなくす。

出産時に健
康保険から
給付される
出産一時金
38万円を60
万円に増や
し，出産前
に受け取れ
るようにす
る。

出産時に健
康保険から
給付される
出産一時金
38万円を廃
止し，検診
と出産費用
をすべて健
康保険適用
する。

婚外出生児
と婚内出生
児の法的お
よび社会的
差別をなく
す。

障害児が生
まれたとき
も社会で全
面的に支援
する。

大いに有
効 31.6% 39.6% 61.3% 53.5% 34.3% 20.9% 52.2%

どちらか
といえば
有効

44.9% 40.3% 30.8% 25.7% 27.2% 28.7% 31.0%

どちらと
も言えな
い

16.8% 15.8% 6.7% 14.9% 27.2% 38.1% 14.2%

どちらか
といえば
有効では
ない

5.3% 3.2% 1.0% 4.3% 7.9% 8.2% 1.7%

全く有効
ではない 1.5% 1.0% 0.2% 1.6% 3.5% 4.0% 0.8%

図表 6：　出産前の環境整備に関連する少子化対策とその反応
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できる。概ね5,000億円程度の予算を投入する
としたらどのような少子化対策ができるのか検
討し，予算制約付のメニューを 6つ提案してみ
た。
　子ども手当が半額実施されている今の時点で
は尋ね方が古くなっているが，児童手当を現在
（従来）額の 5割増しにするというのが5,000億
円程度である。加えて，保育所の定員を10万人
分増，産科・小児科医を倍増，出産一時金の引
き上げ＆検診費を無料，大学生の半数に新たに
奨学金を年間60万円ずつ貸与，そして出産・育
児休暇の休業給付を従前給与の 8割にといった
メニューが財源的には等しいものとして試算し
ている。
　図表 8では， 1～ 6位まで順位を付けて回答
させたものを比率で帯グラフにしており，濃色
が強いほど支持が集まっている結果となってい

して保育所を必ず利用できるようにするという
施策である。そして，出産一時金の現金給付，
産科・小児科を増やして治療・出産の不安をな
くすと続いている。これら 3つの施策は第 4位
以下に大きく差をつけて支持されている。
　実際に生みたいと思ったときに，育てたいと
思ったときに医療の不安がないということが，
子持ち既婚女性たちの考える有効な少子化対策
として選ばれている。この環境条件を整備して
くれなければ，なかなか生めないのだと理解で
きる。

10．5,000億円予算制約付メニューと
その支持率

　予算財源が無尽蔵であるならば思いつく全て
の少子化対策を実施して効果を確かめることが

　 男性は仕事，
女 性 は 家
事・育児と
いう役割分
業の意識を
職場でも家
庭でも改め
る。

出産後の女
性の職場復
帰を円滑に
する支援プ
ログラムを
実施する。

保育所を希
望者が必ず
利用できる
ように定員
を増やす。

保育所の利
用時間を職
場の女性の
ニーズに合
わせて弾力
的にする。

利用者ニー
ズに応えら
れる地域の
保育サポー
トメニュー
（ フ ァ ミ
リーサポー
ト，保育マ
マなど）を
充実させる。

小学生の学
童保育を希
望者が必ず
利用できる
ように定員
を増やす。

18歳 以 下
（現在，小
学生以下）
の子どもが
同居してい
る家庭に児
童手当を支
給する。 

大学進学希
望の人に給
付奨学金ま
た は 奨 学
ローンを受
けられるよ
うにして，
経済的事情
で進学をあ
きらめるこ
とがないよ
うにする。

大いに有
効

34.5% 50.7% 72.5% 63.3% 44.8% 55.5% 64.0% 53.7%

どちらか
といえば
有効

38.8% 40.1% 22.6% 29.2% 41.9% 34.2% 25.7% 31.2%

どちらと
も言えな
い

20.3% 7.7% 4.3% 6.8% 12.1% 9.3% 8.5% 12.9%

どちらか
といえば
有効では
ない

4.3% 1.0% 0.4% 0.7% 1.0% 0.8% 1.4% 1.8%

全く有効
ではない

2.0% 0.4% 0.2% 0.1% 0.3% 0.2% 0.4% 0.5%

図表 7：　出産後の支援に関する少子化対策とその反応
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は出産時から小学生くらいまでの育児費用
支援にターゲットが絞れそうである。

◦ 保育所不足は明らかに都市部の問題であり，
複数の子育てをする気持ちはあるのに環境
条件整備が遅れているために 2人目以降の
子どもが育てられない。

◦ 2人目の子どもを育てる最後の機会にさし
かかっている40歳代前半の女性たちに，産
科・小児科の不足が大きな懸念材料になっ
ていることも明らかになった。

◦ 少子化対策を実施するのは，女性たちの意
志に反して 2人以上の子育てを強いるよう
なことではなく，既に子育てを経験してい
る女性たちが将来的に 2人以上の子どもを
育てたいという希望に基づくものである。

　現金給付などの経済的支援にせよ，職場環境
整備といった就労支援にせよ，それを必要とし
ている年齢階級や地域属性は異なっており，そ
のターゲットに応じてきめ細やかな対応が少子
化対策には求められている。全国一律に同じ仕
組みで提供するような施策ばかりが通用するの
ではなく，ニーズに応じた施策が実施されなけ
ればならない。
　実現に向けては，少子化対策共通財源を確保

る。出産一時金を60万円に引き上げてすべての
検診費を無料にしてほしいという出産にかかる
お金の話が一番支持を集めており，児童手当増
額，そして産科医・小児科医倍増が続く結果と
なっている。
　大学生への奨学金については最も支持が低い
結果となっており，これは子どもの平均年齢が
高い40歳代であっても支持が高まっていない。
行動経済学では双曲割引として説明されること
ある，目先の金額に目を奪われ，将来時点の金
額を大幅に割り引いて評価してしまう不合理性
によって説明可能である。子どもを一人育てる
のに教育費用が数千万円かかるといった類の不
安について実際には合理的に評価しておらず，
少子化の要因としては小さな影響しか与えてい
ないのかもしれない。

11．まとめとしての提言

　地域属性と年齢階級区分に絡めた調査結果で
注目すべき点を挙げた。これらは本稿のタイト
ルでもある「子持ち既婚女性が支持する少子化
対策」を示している。
◦ 都市部と南九州の地域別では，特に地方で

0% 20% 40% 60% 80% 100%

5

10

38 60

60

8

図表 8：　少子化対策 6つの予算制約付メニューとその反応
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　注記：　重み付け処理について
　本調査では楽天リサーチ登録モニターから世
帯類型・性別・地域属性で層化された約 3万人
を対象に無差別抽出し，首都圏1500，中京圏
500，京阪神500，南九州500のサンプルケース
を回収している。本調査の分析フレームワーク
で重要になる属性は，地域ブロックと 5歳刻み
年齢階級である。調査結果の集計分析には地域
ブロック別のサンプリングサイズの違いが全国
集計やグループ集計の妨げとなるため，当該属
性の実在数に近似できるようにケースの重み付
けを行った。その処理方法については以下の通
り。
1.　子持ち既婚女性の 5歳刻み年齢階級別×都
道府県別人口を，「平成17年国勢調査」の
「男女・年齢・配偶関係，世帯の構成，住居
の状態など（第 1次基本集計）」の都道府県
結果から求めた。
2.　国立社会保障・人口問題研究所の『人口統
計資料集2010』から「平成17年国勢調査」
ベースの「都道府県別世帯主の男女別年齢 5
歳階級別家族類型別世帯数」（※）を採用し，
都道府県別の年齢 5歳階級別の [ 夫婦と子か
らなる世帯／（夫婦と子からなる世帯＋夫婦
のみの世帯）] の比率で既婚女性数に掛け合
わせて都道府県別年齢 5歳階級別子持ち既婚
女性人口を算出した。
3.　都道府県別年齢 5歳階級別子持ち既婚女性
人口をそれぞれ年齢 5歳階級別都道府県サン
プル数で割った値をケースの重み付け値とし
て定めた。
（※）当初，「平成17年国勢調査」の世帯の家族類
型（16区分）別一般世帯数から女性を含む子
どもを含む既婚世帯の割合を都道府県別に算
出し，既婚女性人口にかけあわせて年齢 5歳
階級別子持ち既婚女性人口を算出しようと試
みた。しかし，年齢の高い育て上げ世帯も勘
定してしまうので，年齢 5歳階級別の集計が
ある国立社会保障・人口問題研究所の統計
データを採用することにした。但し，この場

した上で地域分権化された施策を実施するか，
あるいは子どもベースの子育て教育用途限定の
基金を設定し，個人が支援サービスを選択して
いくような仕組みが望ましい。子ども手当の用
途を尋ねたら半数が貯蓄に回すといった内閣府
の世論調査結果（2010年 4 月）も出ており，そ
れならば仮想的な口座として子ども手当を積み
立て，子育て教育用途に限定して支出できる仕
組みにすれば，子育てを支援するという目的に
も合致することになる。
　ただし，子持ち既婚女性の支持率ナンバーワ
ンである保育所の定員増に関しては公立認可保
育所に限るとインフラ整備投資が必要となるた
め，利用者補助として子ども手当だけでは実現
が難しい。認可無認可の区別無く施設設置基準
を満たした保育所に対する補助率を一定にする
か，機関補助を廃止して利用者補助に切り替え
るような規制緩和が求められる。
　先の10節で示した5,000億円予算制約付きメ
ニューは，2.6兆円の追加財源を必要とする子
ども手当満額を断念した長妻厚生労働大臣の再
任会見を受けて，新たな意味を帯びてきたと考
える。つまり子ども手当満額からは少額の追加
になる5,000億円分の増額よりも，子持ち既婚
女性が支持するのは出産時にかかる費用の全額
公費負担，次いで安心して出産子育てができる
医療環境整備という結果である。単に子ども手
当満額をあきらめたでは終わらない少子化対策
メニューの選択肢を示す意義を持っている。
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　　はしがき　　本稿は，平成22年 5 月13日開
催の財政経済研究会における，専修大学経済学
部教授 中野英夫氏の『学級編制及び教育財政
の見直しの方向性』と題する講演内容をとりま
とめたものである。

1．はじめに

　昨年に引き続き教育をテーマに報告をさせて
いただいております。昨年はイギリスと日本の
教育財政の比較でしたが，今年は日本の義務標
準法とそれに関連する義務教育費国庫負担金等
の教育財政の話を中心に議論をしてまいりたい
と思います。
　教育財政を考える上で義務標準法という非常
に重要な法律がありますが，それが今見直しの
最中にあります。それは義務標準法が定める 1
学級40人という学級編成の標準を見直し，より
少人数の学級を全国一律で実施しようというも
のです。ただ，その一方で教育財政については，
いろいろ批判もあります。例えば昨年11月の行
政刷新会議で義務教育費国庫負担金が仕分けの
対象となったように，国や地方の教育予算は，
もう十分に足りているのではないかという意見
もあり，そのあり方を巡っては賛否が分かれる
ところです。
　教育財政についてのこれまでの議論は，教育
費の予算が多い少ないとか，あるいはその費用

を国と地方でどう分担するかという話が多かっ
たように思います。今回の報告は，どちらかと
いうとあまり議論されていなかった教育費算定
の基礎となる教職員定数の算定方法や基準に注
目して議論していきたいと思います。
　本報告の目的としては，教育財政を支える義
務標準法と学級編成の標準の役割を簡単に振り
返りながら，学級の小規模化実現に向けての課
題を考えていきます。また，教育に関連しては，
2006年 6 月に学校教育法が改正されまして，特
別支援教育が始まりました。その特別支援教育
と今回の学級編成標準との整合性という問題が，
実はちょっと結構重要なのではないかと考えて
おりまして，それについて触れてまいります。
　この報告では，教職員定数算定の特色，義務
教育費国庫負担金の対象となる公立学校の現状
を見てまいります。

2．義務標準法と教職員定数算定の
特色

　義務標準法は，1958年，今からもう半世紀以
上も前に作られた法律です。その目的は，義務
教育水準の維持向上，学級規模と教職員配置の
適正化を目指して，学級編制と教職員定数の標
準について必要な事項を定めています。各都道
府県には教職員定数が定められており，その教
職員定数に基づく給与費の 3分の 1を負担する
のが義務教育費国庫負担金です。2010年度の義

学級編制及び教育財政の
見直しの方向性

専修大学経済学部教授 中野英夫
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とか1.1ぐらいの 1を僅かに超える値です。こ
れはどういう意味かというと，学級には必ず学
級担任がおりますから，20人学級に必ず20人の
担任が必要になります。担任外の教職員は，
3.4人しかおりません。うち 1人は教頭に配置
されるので，担任外の教員は， 1人ないし 2人
と数は非常に少なく余裕がないことが分かりま
す。
　実際に学校に通う子供にとってみると，日常
の教育というものは，担任の先生 1人からほと
んど全ての授業を受けることを意味します。基
礎定数だけでは教育の幅は非常に狭く，習熟度
別なり少人数指導等の，学校現場で創意工夫し
てやる余地というのは限られています。
　個別の問題に対応するために，基礎定数以外
に加配定数が設けられています。2010年には先
ほど見たように加配定数は 5万 5千人です。こ
の 5万 5千人の配置は，それぞれに配分する事
項があります。指導方法工夫改善ほかいろいろ

務教育費国庫負担金予算人員は約70万人，義務
教育費国庫負担金は 1兆6,486億円です（資料
1）。
　義務標準法の特色は，学級編制の標準という
1学級当たり40人の枠を設けて教職員定数を算
定する点にあります。実際にどう算定するのか
を見たのが資料 2～ 4の表で，実は非常に簡単
な計算であることが分かります。まず各学校に
ついて， 1学級40人を基準として各学年でいく
つ学級が必要か計算します。こちらの例では，
1年生の学級数については，児童数100人を40
人毎に区切っていくと 3学級になります。他の
学年，特別支援学級を加えれば，合計20学級に
なります。
　この学級数に乗数を掛けたものが教職員の基
礎定数です。先程の学級数20の小学校の場合，
1.17の数字を掛け，23.4人の教職員数が計算さ
れます。
　学級数に乗じる乗数の値は，ほとんどが1.3

⑴
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⑵
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3．我が国の教育が直面する問題：
特別支援学級の急増

　上記の例が示すように，学級編制標準による
標準学級数は，通常学級，特別支援学級それぞ
れに在籍する児童生徒数に対して，40人， 8人
という学級編制の標準の枠を使って計算します。
教職員定数の算定に必要なものは，各学年の児
童生徒数だけです。以前，紹介したイギリスの
教育財政のように，発達障害などの子どもの障
害の有無，家庭の経済状況や地域の社会環境な
ど教育にかかる様々な要因に配慮して教育費を
算定しません。こうした教育財政の単純な算定
の仕組みは，実際の教育の現場において何らか
の歪みをもたらす可能性があります。
　最近，特別支援学級の急増が深刻な問題に
なっています。これは何かというと，義務教育
費国庫負担金に対する事業仕分けの議論の中で，
子どもの数が少なくなっているのに，なぜ義務

な目的があって，それに見合うよう配分を行い
ます。
　加配定数 5万 5千人という数字は， 1学校当
たりで換算すると，およそ 2人ぐらいに相当し
ます。ですから，こちらの20学級の小学校では，
教職員数22.4人にプラス加配で 2人来れば，習
熟度別の授業や，少人数学級の授業に活用でき
ます。
　しかし，加配定数の配分は，各都道府県の申
請によって国が配分を行います。幾ら定数を各
都道府県に配分したという結果を見ることはで
きますが，その配分の基準や方法はよく分かり
ません。文科省の裁量性が強く，配分が非常に
不透明です。
　実際，加配の配分には各都道府県によってば
らつきがあり，非常に多く配分される自治体と
少なく配分される自治体とではかなりの開きが
あります。結局，教育における質の向上という
のは，国の加配の配分に左右されるところが大
きいと思われます。

3
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は率にすると20％増というかなり急激な増加で
す。また特別支援学校の学級数も1,835学級の
増加，率にすると10％強の増加です。先ほど申
しましたように学級数に乗数を掛けて教職員定
数を計算しますから，特別支援学級数の増加が
そのまま教職員定数と義務教育費国庫負担金を
押し上げる要因になっています。
　特別支援学級に通う児童の増加の原因は何で
しょうか。資料 6は，特別支援学級に在籍する
子どもの数をその障害別に見たものです。特別
支援学級に在籍する障害には，知的障害，肢体
不自由，病弱，弱視，難聴，言語障害，情緒障
害などありますが，肢体不自由などはほぼ横ば
いである一方，知的障害と情緒障害だけが突出
していることが分かります。

4．教育財政の見直しの方向性

　なぜ特別支援学級や特別支援学校に在籍する
子どもが増加しているのか，日本全体の子供の

教育費国庫負担金が減らないのかという指摘が
ありました。これに対して，少子化で就学する
子どもの数は減っているのは事実だが，学級数
は逆に増えているため教育費の予算は減らない
という反論がありました。
　資料 5は，平成17年と平成21年の比較で小・
中・特別支援学校の全児童生徒数を見たもので
す。平成17年から21年にかけて就学する子ども
の数は16.8万人減少しました。その下にある小
中学校の通常学級に通う子どもの数も減ってい
ます。その一方で，小中学校の特別支援学級，
特別支援学校に在籍する子供の数は併せて4.7
万人増えています。子どもの数が減少するなか
で，特別支援学級，特別支援学校に在籍する子
どもの占める割合が高まっています。
　次に，平成17年と平成21年の標準学級総数を
比較すると，標準学級総数は1366学級増加しま
した。その内訳をみると，通常学級総数は
8,529学級減少しています。その反面，小中学
校の特別支援学級数は8,060学級の増加，これ

⑸
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　軽度の障害を持つこれら児童生徒は通常学級
に在籍するのが望ましいとされています。また，
特別支援学級，特別支援学校に在籍する子ども
の増加は，近年の障害者教育の国際的な潮流と
いわれるインクルーシブ教育の理念にも逆行し
ます。
　2007年に特別支援教育が始まり，これまでの
障害児教育の抜本的な見直しが行われました。
学習上の困難を抱えるこうした子どもに対して
は，その学習上の困難に伴う教育ニーズを持つ
子どもとして，その学習困難を克服できるよう，
個別に指導計画を作成したり，特別支援教育
コーデイネーター等の専門家による指導などを
通じて必要な支援を行います。
　学級編成の標準は，この教育ニーズをどう捉
えているのでしょうか。標準学級数を算定する
学級の大きさは，通常学級40人に対して，特別
支援学級 8人とその枠を小さくすることによっ
て教育ニーズに対応するきめ細やかな教育や支
援を行います。

数はあまり変わらないのに，このたかだか 4年
の間に知的障害や情緒障害の子どもが急に増え
ているというのは考えにくいと思います。おそ
らく，これまで通常学級に在籍していた子ども
が，何からの理由により特別支援学級に移る
ケースが増えていることが考えられます。
　厚生労働省の調査によれば，特別支援学級の
急増の原因として⑴発達障害の概念の広がりに
よる診断基準の変化，⑵保護者の間で，発達障
害への抵抗が薄れた等の障害感の変化，⑶特別
支援教育の充実と，教育への期待の高まり，⑷
育児能力の低下や子育てへの不安，⑸未熟児医
療の低下や低体重出生の増加等があるようです。
　障害を持つ子ども全てが，特別支援学級や特
別支援学校で教育を受ける必要はありません。
通常学級の中でも，何らかの学習上の困難を抱
える子ども非常に多くおります。通常学級に通
う児童生徒の中で LD，ADHD，高機能自閉症
等の障害を抱える子どもは児童生徒全体の
6.3％程度，およそ68万人と推定されています。

39,657 49,739 15.0%, ,
2,914 3,155 0.4%
1,261 1,527 0.4%
221 271 0 1%221 271 0.1%
821 903 0.1%

1,197 1,384 0.3%, ,
21,508 36,233 21.8%
67,402 93,212 38.3%
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て大きな開きがあります。特に，大規模校を多
く抱える都市部の自治体では相対的にその予算
が不足し，子どものニーズに見合うような支援
が行われない可能性があります。
　近年，特別支援学級に在籍している子どもの
中には，障害が比較的軽い子どもが増えている
と言われています。また通常学級の担任が，指
導困難な子どもを安易に通級学級へ送り出そう
とする事例や，軽度の障害でも保護者が特別支
援学級を希望する傾向があるという指摘があり
ます。特別支援学級に在籍する子どもの急増の
背景には，様々な原因があり，一律に論じるの
は容易ではありませんが，子どもの教育ニーズ
への財政的な措置の不備による，通常学級での
特別支援教育の困難さを反映したものかもしれ
ません。本来通常学級に在籍すべき障害の軽い
子どもが特別支援学級に在籍しているとすれば，
それは障害を持つ子どもにとって特別支援学級
が教育の場として適切であるからではなく，通

　しかし，学級の枠だけでは子どもの教育ニー
ズへの支援になりません。学級編成の標準は，
教育ニーズの有無を，特別支援学級に在籍して
いるか否かによって把握します。このため，何
らかの学習困難を抱えながら通常学級に通う子
どもについては，他の健常児と同等の扱いにな
り，教育上の支援は措置されません。イギリス
の教育財政と比較すると，ここに大きな問題が
あるように思います。
　40人という学級規模自体が欧米諸国と比較し
て見劣りがするように（資料 7），障害を抱え
る子どもにとって通常学級は恵まれた環境とは
言い難いものがあります。2007年の特別支援教
育の開始にあたって，各学校に特別支援教育支
援員も配置され，教育ニーズを持つ子どもへの
学習支援，介助も行われています。
　その経費は，地方交付税で措置されるのです
が，全ての学校で全国一律です。よって，子ど
も一人当たりに換算した措置額は自治体によっ

3
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の学級編成の標準はどうあるべきか，特別支援
教育との整合性を含めて教育財政全般について
より幅広い議論が必要であると思います。
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常学級そのものに特別支援教育のための教育資
源の基盤が欠落していることに原因を求めるこ
とができるのではないでしょうか（資料 8）。

5．おわりに

　以上をまとめますと，政府は現在の 1学級40
人を改め，少人数学級の実現に向けた見直しの
検討に入っていますが，少人数学級の実現に
よって現在我が国の教育が直面している全ての
問題を解決するわけではありません。この他
もっと議論すべき論点はたくさんあるように思
います。
　教育ニーズを持つ子どもへの支援とこれを保
証する財政的な裏付けの確保が，義務教育のナ
ショナルミニマムを保障するものとして不可欠
であることは言うまでもありません。そのため

8  
( 21 )

57,881,542 29,940 15,003 8,687

14 492 748 339 0 2814,492,748 339 0 28

43,388,794 29,601 15,003 8,659

6,641 720 18 1

6 533 41 834 8 6596,533 41 834 8,659

6,533 41 834 8,659

25 720 18 1

160,723 29,601 15,003 8,659
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